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EVへの消費者需要が高まり、排出
ガス削減が規制で義務化されたこ
とで、自動車市場は変わってきた。
こうした変化に適応しているEVに
特化した新興メーカーや既存メー
カーに、従来型の自動車メーカーは
市場シェアを奪われつつある。

内燃エンジンと化石燃料に依存する
時代が終わろうとしている今、自動
車メーカーは EVを求める人々の声
に応える必要がある。

電動化とカーボンニュートラルに
むけて取り組むとは、単に排出ガス
をなくすことではない。

自動車業界が2050年の排出量実質
ゼロ目標に合わせて脱炭素化を進
めるには、ICE乗用車の販売を段階
的に全廃する必要がある。

エグゼクティブサマリー
2022年も異常気象の1年だった。パキスタン、中国、ナイジェリアなどで洪水が
発生し、アメリカ大陸をハリケーン「イアン」が、フィリピンを台風が、両半球を
記録的な熱波と寒波が襲った。しかしこれらは、2022年に地球で猛威をふるった
異常気象の一部にすぎない。世界が気候危機の影響に立ち向かっている今日、自動
車産業の脱炭素化は引き続き緊急の課題である。

世界の輸送部門の炭素排出量は 2022 年に 2.1％増加し、前年に比べ二酸化炭素
（CO2）で137トン増となった1。自動車産業は温室効果ガス（GHG）の主要な排
出源である。陸上輸送は 2022 年の全世界の排出量の 17.9％を占めている2。輸送
部門のなかでは乗用車が排出源として最大で、2018年には部門全体の排出量の
45％を占めていた3。

近年、電気自動車（EV）の普及が進んでいるものの、輸送部門の排出量は産業界を
除く他のすべての最終消費部門を上回るペースで伸び続けている 4。EV を普及さ
せ内燃エンジン（ICE）車の速やかな段階的廃止を実現するには、自動車業界の断
固たる施策と強いリーダーシップが必要である。必要な施策としては、目標を伴う
意欲的な ICE車段階的廃止にむけて法規を定めること、EVに対応したインフラへ
投資することなどが挙げられる。

国際エネルギー機関（IEA）によれば、2050 年までに炭素排出量実質ゼロを達成
にするには、2030 年までに世界の炭素排出量を毎年 3％以上削減しなければなら
ない 4。自動車業界が2050年の排出量実質ゼロ目標に合わせて脱炭素化を進める
には、ICE乗用車の販売を段階的に全廃する必要がある 5。世界の従来型自動車
メーカー上位 15 社による 2022 年の化石燃料車の販売台数は 5,550万台という膨
大な数にのぼった一方で、ゼロエミッション車（ZEV）の販売台数はわずか 330万
台にとどまった。つまり、従来型自動車メーカー上位 15 社の 2022年の自動車販
売台数のうち ICE車が占めた割合は 94.4％であり、2018 年の 99.5％からわずか
に減ったにすぎない。

従来型の自動車メーカーは市場や規制に由来する課題を抱えている。EVへの消費
者需要が高まり、排出ガス削減が規制で義務化されたことで、自動車市場は変わっ
てきた。こうした変化に適応しているEVに特化した新興メーカーや既存メーカー
に、従来型の自動車メーカーは市場シェアを奪われつつある。自動車業界内では、
投資家や資産運用会社がこうした市場や政策の変化を受けて、自動車メーカーの脱
炭素化の動きに関心を高めている。

電動化にむけた競争が始まった。内燃エンジンと化石燃料に依存する時代が終わ
ろうとしている今、自動車メーカーはEVを求める人々の声に応える必要がある。
より大局的に言えば、自動車メーカーは気候危機における自らの役割に責任ある態
度で臨み、電動化とカーボンニュートラルにむけて業界を導いていく必要がある。
電動化とカーボンニュートラルにむけて取り組むとは、単に排出ガスをなくすこと
ではなく、自動車産業の生産・材料調達の構造を作り直すということでもある。
カーボンニュートラルな自動車産業の実現にむけた第一歩は適切な目標設定であ
り、その目標のもとで業界は行動しなければならない。

「自動車環境ガイド 2023」では、（1）内燃エンジン（ICE）の段階的廃止、（2）サプ
ライチェーンの脱炭素化、（3）資源の削減および効率化の 3 つを柱に、自動車メー
カー各社の脱炭素化の取り組みを評価する。これら3つの柱はマフラーからの排
出ガス、生産に由来する排出量、材料調達にかかわる排出量を対象とし、平均的な
乗用車のライフサイクル排出量に応じて重み付けをした。
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業界全体を通じての調査結果
•	 EVは急速に普及しているものの、世界の自動車市場にお
ける主流は依然として ICE車である。世界の従来型自動車
メーカー上位15 社が 2022 年に販売したゼロエミッショ
ン車（ZEV）の数は 330 万台だったのに対し、ICE 車の販
売台数は 5,550 万台だった。従来型自動車メーカーの年
間販売台数に ICE 車が占める割合は依然として高い。同
15 社が販売した自動車全体のうち ICE 車の比率は 2018
年で 99.5％だったが、2022 年においてもまだ 94.4％だ
った。 

•	 ZEV販売台数において、従来型自動車メーカーは競争に
負けつつある。従来型自動車メーカー上位 15 社は 2022
年における世界自動車市場シェアの 74％を占めるものの 
同年のZEV市場シェアは43％を占めるにとどまっている。
従来型自動車メーカーが今なお ICE 車の販売に重点を置
く一方で、他メーカーは電動化を推し進めている。2021
年から 2022年までの従来型自動車メーカー上位15 社の
ZEV 販売台数の成長率は 47％で、同期間の世界全体の成
長率 69％に遅れをとっている。 

•	 世界のZEV販売台数は増加しているが、メーカーによっ
て進捗状況は一律ではない。世界の従来型自動車メーカー
上位15社のZEV販売台数は1年間で100万台以上拡大し、
2021年の220万台から2022年の330万台へと増加した。
5 年前の世界の ZEV 販売台数はわずか 40 万台であった。
この間、ZEV 販売台数を伸ばした会社がある一方で、完
全に出遅れている企業もある。今般評価対象となった15
社のうち、上位となった会社は販売した車10 台あたり 3
台が EVであったのに対し、下位の会社のなかではゼロの
会社もあった。 

•	 従来型自動車メーカーは、中国と欧州以外ではZEV販売
台数を大きく伸ばせなかった。従来型自動車メーカーは政
府による優遇措置を受けられる中国と欧州では ZEV 販売
を伸ばしたものの、その他地域のZEV 市場での普及率は
今なお低い。従来型自動車メーカーは依然としてグローバ
ルサウスで大量の ICE 車を販売しているが、これは化石燃
料の消費を永続化させるもので、メーカー各社が掲げる気
候変動へのコミットメントと矛盾している。 

•	 自動車メーカーが現在掲げている脱炭素化目標は、世界
の平均気温上昇を1.5℃以下に抑えるには不十分である。
従来型自動車メーカーのなかで、ICE車の段階的廃止、お
よびサプライチェーンや川上材料の脱炭素化の両方につい
て目標を定めた包括的なサステナビリティ計画を公表して
いる企業はほんの少数しかない。脱炭素化の取り組みで最
も高評価を得た自動車メーカーでさえ、世界の平均気温上
昇を1.5℃以下に抑えるために必要なレベルの努力を約束

していない。国際エネルギー機関（IEA）によれば、この
目標を達成するにはICE車を 2035年までに完全に廃止し
なければならない 5。全体的に見て、2022 年の世界の自動
車メーカー上位 15社による脱炭素化の取り組みは低調に
とどまり、パリ協定に即した排出量削減目標を達成できる
レベルには届かなかった。 

•	 スポーツ用多目的車（SUV）の販売台数が急速なペースで
伸び続けており、燃費の悪さから気候変動への大きな脅威
となっている。2022 年の世界のSUV販売台数は、2021
年から110 万台増加して 3,440 万台となった 6。SUVは
鉄鋼消費量が多く燃費効率が低いため、普通乗用車や小型
車に比べカーボンフットプリントが大きい。本報告書で対
象となった自動車メーカー15社のうち 3 分の2が、自動
車販売台数全体に占める SUVの割合を過去 3 年で増加さ
せている。2022年の世界の自動車販売台数のうち SUV
が占めた割合は、ヒョンデ・起亜で 53％、長城で 72％と
半分以上にのぼった。一方、トヨタでは 37％、フォルク
スワーゲンでは 44％、ゼネラルモーターズでは 40％、ス
テランティスでは 36％だった。 

•	 世界最大級の自動車メーカーは、再生可能エネルギーによ
る充電に十分に投資していない。ZEV 充電のための電力
需要が高まるなか、自動車メーカー各社は再生可能エネル
ギーの能力を増強し、新たな需要を満たす必要がある。自
動車メーカーは電力販売契約（PPA）や直接投資を通じて
再生可能エネルギーを調達すべきである。一方で、分離型
の再生可能エネルギー証書（REC）の購入は、その再生可
能エネルギーの追加性について議論の余地があるため控え
るべきである7。 

•	 自動車メーカーはこれまで、脱炭素化においてサプライ
チェーンや材料が果たす重大な役割を軽視してきた。	
自動車メーカーの脱炭素化戦略は、ZEV の生産・販売を増
やしマフラーからの排出ガスを削減することに重点が置か
れがちである。業界全般において、鉄鋼調達にかかる生産
工場でのエネルギー消費や川上工程での排出量といった、
サプライチェーンや材料、生産に起因する排出量が十分に
考慮されていない。従って、EV のライフサイクルエネル
ギー消費を考慮に入れないと排出が野放しになりかねない。
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比較分析の結果
•	 今年のランキングで最も高得点だったのはメルセデス・ベ
ンツとBMWだった。ただし両社の ZEV 販売台数と ICE
車の段階的廃止のペースは、地球の平均温度上昇を1.5℃
以下に抑えるレベルには到達しなかった 5。両社の ZEV 生
産能力は不十分であり、テスラや BYDといったEV専業
の自動車メーカーに大きく差をつけられている。 

•	 ランキングにある自動車メーカー15社うち 2022年の
ZEV販売が最多だったのは上海汽車（SAIC）だった。	
これは割合でも台数でもあてはまる。自動車メーカー15
社による 2022年の ZEV販売台数のうち、4 台に1台以上
はSAIC 車だった。同社は本報告書が対象にした自動車メ
ーカーのなかで、インド、タイ、インドネシアなどの新興
市場で ZEV を大規模に販売している唯一の企業である。
ただし、SAIC はサプライチェーンと材料の脱炭素化に関
するスコアが低く、それにより総得点が押し下げられた。
SAIC と同じく中国企業である長安と長城も、2022 年の
ZEV 販売の割合がそれぞれ 11％および 9％と比較的高水
準だったが、生産と材料調達に由来する排出量削減への取
り組みは十分に示していない。 

•	 トヨタは今年のランキングでも改めて低い評価となり、日
産とホンダより下位に。トヨタのZEV 販売実績は、400台 
あたり1台以下であった。また、2021年以降、同社の ICE 
廃止計画について前進がみられなかった。一方で、ホンダ 
は 2022 年の ZEV 販売率は向上し、日産は欧州市場で
2030 年までに ICE販売を廃止することにコミットした。
世界最大の自動車会社であるトヨタの EV シフトは非常に
遅いと言える。 

•	 ヒョンデ・起亜は引き続きSUV販売を拡大させているた
め、炭素排出量が増加している。ヒョンデ・起亜の総販売
台数に SUVが占める割合は過去 5 年間増え続けており、
2022 年には過去最高を記録した。同年、SUV は初めて同
社総販売台数の半分以上を占めるに至った。販売台数拡大
を SUV に依存しているヒョンデ・起亜の姿勢は、自らを
持続可能な企業であるとする同社の主張と矛盾しており、
カーボンフットプリント低減への努力が不十分であること
を示している。ヒョンデ・起亜の ZEV販売台数の年間成
長率は過去 5 年でわずか1～2ポイントにとどまり、同業
他社の多くから著しく遅れている。同社は 2045年までに
カーボンニュートラルを達成するという声明を出している
が、それを裏付ける脱炭素化目標は設けていない。 

•	 フォルクスワーゲン、ステランティス、ルノーはZEV販
売を伸ばしたが、競合他社の一部ほどの急成長ではなかっ
た。フォルクスワーゲンは、サプライチェーンの脱炭素化
が進んでいないことが減点要因となった。ステランティス
の脱炭素化への取り組みは、この 1 年間で実質的に改善さ
れておらず、気候危機の緊急性を反映していない。ステラ
ンティスは総販売台数に占める ZEV の割合が低く、総合
的な脱炭素化目標を打ち出していない。ルノーは、今年も
サプライチェーンの脱炭素化努力を怠っている。2022 年
のルノーの ZEV 販売比率は、従来的な自動車メーカー上
位 15社の中で 3 番目に高かったが、ICE の段階的廃止計
画が曖昧で、サプライチェーンの炭素排出量を削減する具
体的なアクションがないため、減点となった。	

•	 フォードのZEV成長率には進展がみられたが、それでも
まだ販売台数はあまりに少ない。フォードが ZEV の生産
能力拡大と販売台数増に努めたことは、2018～2022年
の年平均成長率（CAGR）の高さや、2022 年のZEV販売
台数が10万台以上に達したことからも明らかに読み取れ
る。ただし、フォードの 2022 年の総販売台数に占める
ZEVの割合は 3％以下である。世界の平均気温上昇を 1.5
℃以下に抑えるという目標を達成するためにフォードは
ZEV 販売を加速させる必要がある。 

•	 ゼネラルモーターズは、中国現地企業との合同会社の販売
台数の分類方法が変わったため順位を下げた。ゼネラル 
モーターズは2022年の1位から5 位へと順位を下げた。
これは、中外合弁事業における中国ブランド車の販売が中
国の合弁パートナーの方に分類されるようになったためで
ある。ジョイントベンチャー上汽 GM 五菱が生産し主に
中国で販売している 2 ブランド「五菱」と「宝駿」の販売
台数は、2022年自動車環境ガイドではゼネラルモーター
ズのものとして計上されたため同社の ZEV 販売台数が高
水準となったが、2023年版では分類方法が変わり、SAIC
の販売台数として計上されている。五菱の「宏光 MINI 
EV」は、テスラのモデル Y とモデル 3 に次いで 2022年に
世界で 3 番目に売れた ZEV だった 8。 

•	 スズキは今年のランキングで全自動車メーカー中、最下位
だった。同社は、2023年 1 月に欧州・日本・中国の各市
場での EV 導入時期を明記した「2030 年度に向けた成長
戦略」を発表するまで、ZEVの開発・販売計画を設けて
いなかった9。サプライチェーンや材料の脱炭素化にむけ
たスズキの取り組みは意欲的とは言えず、定量目標も定め
ていない。 

•	 トヨタ、ホンダ、日産など日本の自動車メーカーはEVシ
フトの遅れから、EU、中国、米国の各市場でシェアを失
いつつある10。日本政府は EV 生産に対する優遇措置をほ
とんど取っていないため、トヨタ、ホンダ、日産はEV シ
フトにあたり他のグローバル自動車メーカーよりも不利な
立場に置かれている。 
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提言

1.

2.

3.

4.

ICEの段階的廃止を加速する
大手自動車メーカーは、気候非常事態に際し、それぞれ
の規模の優位性と世界市場への浸透度に見合った気概を
持って、確固たる行動を取る必要がある。我々は世界の
大手自動車メーカーに対し、2030 年までに各々の主要市
場（米国、中国、韓国、日本）での ICE車の販売を終了す
るよう要求する。欧州では、2028年までに ICE 車販売を
終了すべきである。移行においては労働者の声を中心に
据え、彼らの利益を保護しなければならない。

再生可能エネルギーによる充電の促進
自動車メーカーは再生可能エネルギーによる充電を推進
し、その発電量を増やすよう努力する必要がある。世界
のZEV 車両が増加するなかで、EV により増加する電力
需要は再生可能エネルギーで満たさなければならない。
ZEV は、再生可能エネルギーを動力として初めて真のゼ
ロカーボンと言える11,12。

鉄鋼の脱炭素化を加速させる
鉄鋼は、自動車の生産段階におけるカーボンフットプリ
ントにおいて最も大きな割合を占めており「ゆりかごか
ら出口まで」の排出量の半分が鉄鋼によるものである。
自動車メーカーは鉄鋼を脱炭素化する施策を講じる必要
がある。施策には原材料のカーボンフットプリントを監
査・開示し、カーボンフットプリントの低い鉄鋼（本書
では低カーボン鋼とする）の購入に努め、鉄鋼の炭素低
減目標を設定し、SUVの生産台数を減らし、ゼロカーボ
ン・スチールの迅速な技術開発に投資することなどがあ
る。

サプライチェーンの脱炭素化と省資源化	
自動車メーカーは、資源消費と炭素排出を削減し、その
他の環境負荷を低減し、再利用とリサイクルの効率を高
めるべく、バッテリーの再利用やリサイクルに必要な能
力を強化する必要がある。

5.

6.

公正な移行を確実にする
自動車メーカーおよび政策立案者は、早期かつ頻繁に労
働者、労働組合、労働団体その他の利害関係者と意見を
交換しつつ、利用できるツールをすべて利用して ICE車
の段階的廃止を管理する必要がある。労働者および周辺
団体の経済的、社会的、物理的な健康と福祉を守るため、
自動車メーカーは最大限に公正な移行を保証する強力な
投資と施策を計画する責任がある。なお、産業転換のた
めの施策は、大胆な投資、社会的セーフティネットプロ
グラムの拡大、また、職場における労働者の声を優先す
るという誓約と共に実施されなければならない。

モビリティを再考し、自家用車の所有を減らす
私たちは ICE車の段階的廃止という名目で自動車市場を
拡大させることのないよう、注意を払うべきある。気候
変動に有意な影響を与えるには、ICE 車の段階的廃止に
加え、自動車そのものの数を減らすことが必要である。
最終的には、未来におけるゼロカーボンモビリティを実
現するために自家用車の数を大幅に減らし、公共交通機
関をさらに効率化し、カーシェアリングの選択肢を増や
し、都市を再設計して徒歩や自転車のためのスペースを
作らなければならない。自動車メーカーは、車をより多
く売り続けるという前提に立った現在のビジネスモデル
を根本的に見直す必要があり、一方、政府はゼロエミッ
ションの未来にむけて経済戦略を策定しなければなら
ない。

本レポートの調査結果に基づけば、地球の平均気温上昇を1.5℃以下と定めたパリ協定に沿う水準で脱炭素化を実現するために自
動車メーカーが取れる措置は多数ある。以下に示す提言の具体的なスケジュールや詳細は地域によって異なるが、いずれもすべて
の市場で、またサプライチェーン全体で実行される必要がある。
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採点表

企業名  順位 総合得点 
（満点100点）	 

ZEV の割合
2022年

ICE 車の
段階的廃止

サプライチェーン
の脱炭素化

資源の節約と 
効率化

減点

メルセデス・
ベンツ 1 41.1 7.25% 25.6 13.0 3.0 -0.5

BMW 2 40.0 10.32% 25.0 13.0 2.5 -0.5

SAIC 3 35.3 30.93% 36.8 -1.0 0.0 -0.5

フォード 4 28.9 2.74% 18.9 10.0 0.5 -0.5

ゼネラル
モーターズ	 5 27.6 1.90% 16.1 12.0 0.5 -1.0

フォルクス
ワーゲン 6 26.6 7.29% 19.1 6.0 2.0 -0.5

ステランティス 7 26.3 4.98% 15.8 11.0 0.5 -1.0

ルノー 8 24.5 10.59% 16.0 7.0 2.0 -0.5

ヒョンデ・起亜 9 20.5 5.58% 17.5 3.0 0.5 -0.5

ホンダ 10 14.7 0.67% 13.7 1.0 0.5 -0.5

日産 11 13.9 2.98% 9.9 1.0 3.5 -0.5

長安 12 12.5 11.52% 13.5 -1.0 0.0 -0.0

トヨタ 13 12.4 0.24% 7.9 4.0 1.0 -0.5

長城 14 10.8 9.02% 11.8 -1.0 0.0 -0.0

スズキ 15 3.2 0.00% 1.7 1.0 0.5 -0.0

CO2
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付録 II：自動車メーカーのグループおよびブランド

BMW
長安 
フォード 
ゼネラルモーターズ  
長城 
ホンダ
ヒョンデ・起亜
メルセデス・ベンツ
日産
ルノー 
SAIC
ステランティス 
スズキ
トヨタ
フォルクスワーゲン

主な結果
ICEの段階的廃止と再生可能エネルギーによる充電
サプライチェーンの脱炭素化
資源の削減と効率化
気候変動対策に対するネガティブなロビー活動と規則違反

ランキングのガイドライン
ICEの段階的廃止 (77%)
サプライチェーンの脱炭素化 (18%)
資源の削減と効率化 (5%)
減点 (最大1%)
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2023年版ガイドの更新内容
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1.1 2022 年の総括

8

• 2022 年の乗用車総販売台数のうち 3.9％がゼロエミッ
ション車（ZEV）だった13。 

• 2022年の全乗用車の走行距離のうち中国、欧州、米国 
（US）での走行によるものは 65.5％を占める。中国は他
のすべての市場を上回り、世界最大の ZEV 市場となっ
た12。 

• 中国が 14 年間実施してきた EV 補助金制度は 2023年
1 月 1 日に終了した。中国のEV 普及率の高さにはこの
制度が寄与してきたとされている 14。  

• 2022年10月、欧州連合（EU）は 2035年までに、販売
されるすべての乗用車・商用車を ZEV にするという画期
的な合意に漕ぎつけた。この合意の条件についてはドイ
ツが突如反対を表明したため、土壇場になって合成燃料

（e-fuel）車が禁止対象から除外されることになった15。 

• 米環境保護庁とバイデン・ハリス政権は、2032年までに
乗用車の総販売台数の約 3 分の2 を電気自動車にするこ
とを義務付ける規制案を策定した。現在は 2030 年まで
に 50％が目標だが、規制案では 64 ～ 67％を目標にして
いる 16。 

• バイデン・ハリス政権はインフレ抑制法を通じて、米国
内で EV の新車および中古車を購入する人に対し税額控
除を拡大するという優遇措置を設けた 17。
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図 1
2018～2022年の地域別ZEV販売割合

（出典：マークラインズのデータに基
づきグリーンピースが編集）

1.2 世界の動向
回復 世界がコロナのパンデミックを経てニューノーマルに順応しつつあるなか、自動車産業

では乗用車販売が回復を見せている。自動車産業の2022年の販売実績はパンデミック
以前の水準にはまだ届かず、販売台数は8,000万台弱にとどまった。また、将来の輸送
はZEVになるという世論が主流になり、業界全体がこのような環境変化への対処に取
り組んでいる。世界のZEV販売台数は2022年に飛躍的な伸びを見せ、過去最多の773
万9,597台となった。これは2021年比で68％増、2020年比で277％増である。EV
専業ブランドを含む自動車産業全体では、総販売台数に占めるZEVの割合は2021年の
5.72％から2022年には9.72％へと拡大した。この傾向は2023年も続くと見られてい
る。2023年第1四半期は、販売された車の7台に1台がZEVだったi。

EVの３大市場 

i  一次データはすべてマークラインズより入手し、分析はグリーンピース・ジャパンが行った。

中国
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2022年のEVの総販売台数は、その83％が中国、欧州、米国の3大市場だけで占めら
れた。2022年の世界のZEV市場シェアは中国が60％を占め、他の地域を大きく引き
離した。また、特にインド、インドネシア、タイといった一部の新興市場でもEV販売
が拡大し、2021年から2022年にかけてEV販売が3倍になるなど電気自動車ブームの
兆しともとれる傾向が見られる18。
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ICE車のホールドアウト市場：脱炭素化政策の概要

中国、EU、米国以外の地域でも、ICE車のホールドアウト市場の政策立案者が自国の輸送部門電動化にむけてさまざまな取り
組みを表明している。ICE車ホールドアウト市場とは、ZEVがまだ根付いておらずICE車が自動車販売台数の大半を占める市
場を指す。

オーストラリアは、2035年以降オーストラリア首都特別地域（ACT）でICE車の販売を禁止すると発表した。ACTはオース
トラリア全体の面積の0.03％、人口の1.7％を占めるにすぎず、連邦レベルでの対策の必要性を浮き彫りにしている。

ブラジルは2060年までにすべての化石燃料車を販売禁止にすることを提案した27。

カナダはZEV以外の販売を2035年以降禁止の義務目標を設定した28。

インドは、2030年までに乗用車総販売台数の30％を、EV（バッテリーEV（BEV）とPHEVを含む）にするという国家目標を
掲げている。また、インド政府はEV部品の国内生産促進を目指している29。

インドネシアは、2050年までに乗用車と二輪車の販売台数の100％をEVにすることを目指している。この場合、ZEVと
PHEVもEVの定義に含まれる30, 31。
 
日本で2020年に導入された「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」では、2030年代半ばまでに販売台数
の100％をEVとハイブリッド車（HEV）にすることが提案されている。HEVの販売が引き続き許可されるため、これは ICE
の完全禁止とはみなされない32, 33。

メキシコは、拘束力のない第26回国連気候変動枠組会議（COP26）宣言に署名しているが、ICEの段階的廃止目標は採択し
ていない34。

フィリピンエネルギー省は2040年までにICE車の販売を制限する。2040年以降に販売する新車はEVのみになるが、この場
合EVの定義にはPHEVも含まれる35。

韓国の第4次環境対応車基本計画では、2030年までに供給される乗用車の30％を「環境対応車」とすることを定めており、
その内訳はHEVが50％、PHEVとBEVが39％、燃料電池車（FCEV）が11％となっている33。 

タイは、2035年までに新車販売のすべてをZEVにするよう義務付けている36。

トルコは、拘束力のないCOP26宣言に署名しているが、ICEの段階的廃止目標は採択していない33。

ベトナムは、2040年までにEVを増産し化石燃料を使用する車を段階的に廃止する計画を発表した。ベトナムの戦略にはバイ
オ燃料の利用も含まれている。PHEVの販売が引き続き許可されるため、これは ICEの完全禁止とはみなされない37。

中国の長年にわたる EV 補助金制度は EV 普及の大きな原動
力となり、販売台数ベースで同国を世界最大の EV 市場に押
し上げた。2009 年に開始されたこの補助金制度は、2023
年1月1日に終了した。この補助金は、EV が一般的に内燃
エンジン（ICE）車より高額だった時代において、自動車購
入者を経済的に支援することを目的としていた。

中国政府は、EVの普及率を 2025 年までに 20％にするとい
う目標を今も掲げている19。EV 購入者は 2023年もまだ10
％の税額控除を受けることができ、自動車メーカーは「デュ
アルクレジット制度」に基づいて EV 販売台数を伸ばし政府
の要求に応えるよう奨励されている14。国レベルの補助金以
外にも、地方自治体のなかには EV 需要を高めるため減税や
刺激策を実施しているところもある20。グリーンピース・ジ
ャパンの報告書によれば、中国の自動車メーカーが EV生産
を強化する一方で、日本、欧州、米国の自動車メーカーも中
国の EV 市場シェアを奪う勢いを見せている。近年、欧州の
自動車メーカーは自国での需要に応え、また生産能力不足を
解消するため、中国で EV やその部品の生産能力を高めてい
る 21。

欧州連合は、2035年以降 ICE車の新車販売を禁じる画期的
な決定を下した。欧州議会は「2035年以降、市場で取引さ
れるすべての新車は二酸化炭素を排出しないものでなけれ
ばならない」と定めている。禁止対象にはプラグインハイ

ブリッド車（PHEV）も含まれるが、中古の ICE 車の販売は
2035年以降も許可される 15。

EU は 2023 年 3 月、サプライチェーンの課題や EV バッテ
リー生産に必要な主要鉱物の世界的な不足を受けて、EUの
電池メーカーで EU 内の電池需要の約 90％を満たすことを
目的としたネットゼロ産業法案を提出した18。欧州議会によ
る 2035 年の ICE 車禁止措置は 2022 年10 月に最終案がま
とめられ、2023年 2 月の議会での承認を経て、同年 4 月に
発効した15。ここでは、ドイツがこの 2035年 ICE 車禁止案
に対し、合成燃料を使うICE 車の販売の許可などの変更を加
えるよう要請するという思わぬ展開があった。反対派はこの
動きが電動化にむけた規制の誘因を弱めるのではないかと懸
念を示した 22。

米国では、バイデン・ハリス政権が 2021 年の公約「ビルド
バックベター計画」23 を改めて表明した。これは EVの新車・
中古車購入に対する税控除を拡大するインフレ抑制法 16 や、
EV 充電網の構築や EV バッテリー生産に資金を提供する超
党派インフラ法を通じて、2030 年 24 までに乗用 EV の販売
台数を全体の 50％以上に引き上げようというものである 25。
2022 年 3 月、米国証券取引委員会は上場企業に対しスコー
プ 3 排出量の開示を義務付ける一連の規制を提案した。開示
された情報は監査の対象となる。この規制はまだ最終決定に
至っていない26。
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自動車産業は鉄鋼の最大エンドユーザーのひとつであり、世界の鉄鋼消費量の約16％
を占めている38。グリーンピース・ジャパンの分析によると、2022年には世界の自動
車メーカー上位16社が鉄鋼を 3,900万～6,500万トン消費し、二酸化炭素（CO2）を
約7,400 万トン排出した 39, 40。

自動車メーカーが脱炭素鋼を調達すると明確に約束すれば、低カーボン鋼への移行に
むけた投資を鉄鋼メーカーに促す強力なメッセージを送ることができる。しかしこれ
までのところ、従来型の大手自動車メーカーは鉄鋼由来の排出量削減の具体的な目標
を公表しておらず、自社の鉄鋼使用による排出量すら開示していない。「ファースト・
ムーバーズ・コアリション」に参加しているのはゼネラルモーターズとフォードだけ
である。この枠組みは、メンバーが調達する材料の10％以上を2030 年までに同枠組
の基準であるニアゼロエミッションにすることを宣誓している41。2022年には多くの
自動車メーカーが低カーボン鋼生産のために鉄鋼メーカーと提携したが、その炭素削
減効果は誇張されている可能性がある 42。

1.3 2023年版ガイドの更新内容 
自動車メーカーの
選定

中国のブランドと 
合弁事業の分類

ICE車のホールド 
アウト市場

自動車用鉄鋼の 
脱炭素化 

「自動車環境ガイド 2023」では、世界の従来型自動車メーカー上位（販売台数ベース）
15 社を取り上げている。2022年の世界の乗用車販売台数の 74％をこの15 社が占め
ており、内燃エンジン車の販売台数では乗用車全種の世界販売台数の 70％、ZEV の販
売台数では 4％を占める。EV が総販売台数の 90％以上を占める EV 専業自動車メーカ
ーについては、本ガイドの目的が従来型 ICE 車メーカーの脱炭素化実績を評価するこ
とであるため、ランキングから除外している。その結果、大手 EV メーカーの BYD と
テスラはランキングに入っていない。

2022 年以前、中国当局は中国での自動車販売を望む海外自動車メーカーに対し、中国
を本拠とする企業と折半出資して中外合弁会社を設立することを義務付けていた。海
外自動車メーカー側は市場へのアクセスが得られ、それと引き換えに中国メーカー側
は技術移転の恩恵を受けた。これは中国の自動車産業を発展させることが狙いだった。
今では中国の大手自動車メーカーの多くが国内ブランドと合弁会社の外国ブランドの
両方で自動車を販売している。このランキングでは、国内ブランド車は中国本拠のメー
カーが販売するものとみなし、中外合弁会社の外国ブランド車は外国自動車メーカー
が販売するものとする。特に、中国ブランドである五菱と宝駿は SAIC の販売台数と
してカウントする。この分類方法は 2022年版自動車環境ガイドから変更されており、
ゼネラルモーターズが順位を4つ下げた理由のひとつとなった 42。付録 IIを参照のこと。

世界的に見て、ICE 車の段階的な全廃計画はいまだに例外的である。自動車メーカー
は、グローバル市場、とりわけ ICE 車ホールドアウト市場（ZEV がまだ根付いておら
ず ICE 車が自動車販売台数の大半を占める市場）で EV を入手しやすくするために、よ
り積極的な役割を果たしうる。運輸部門の電動化には地球規模で取り組まなければな
らない。2023年版の自動車環境ガイドでは、ZEV の総販売台数に加え、自動車メー
カーの販売地域分布を分析し、ICE 車のホールドアウト市場で際立ったプレゼンスを
示しているメーカーを高く評価している。
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本レポートは、世界の自動車メーカーのうち販売台数が最も多い15社を評価するものである。企業名と 2022 年の販売実績は図
2 に示した。販売データはすべてマークラインズより入手し、2023 年 5 月から 7 月の間に取得した。マークラインズのデータは
各社が公表している公式販売台数と異なる場合がある。データ供給源に一貫性を持たせるため、販売関連の評価にはいずれもマ
ークラインズのデータを使用した。自動車メーカーの業績やその他の目標に関する情報は、各社が公表している声明文や報告書
に記載されているものである。使用したのは 2023 年 9 月 30 日時点の最新版である。

図 2
大手自動車メーカートップ15社
と2022年の車両販売台数 

（出典：マークラインズのデー
タに基づきグリーンピースが
編集）

合併と買収

ダイムラー／メルセデス・ベンツ
ダイムラーAGは、当時のダイムラーAGの自動車・トラック
生産部門がダイムラー・トラックAGとして独立した 3カ月後
の2022年2月に、メルセデス・ベンツ・グループAGと社名
を変更した。現在のメルセデス・ベンツ・グループAGは、
乗用車の生産に重点を置いており、今回の社名変更は、新し
い証券取引所シンボル以外には株主への変更はないと発表さ
れた。本レポートのメルセデス・ベンツ・グループAGに関
する情報は、該当期間に該当する会社名で検索した。

ステランティス
ステランティスは、PSAとFCAの合併により2021年初頭 
に誕生した。ステランティスの2021年以前の販売実績は、 
PSAとFCAのデータを集計した。2018年から2022年まで
のZEV販売比率とCAGRは、合併前の両社の合計販売台数
から算出した。

ヒョンデ・起亜
ヒョンデ自動車と起亜自動車は、技術・開発プラットフォー
ムを共有しているため、ヒョンデ・起亜一体として評価し
た。ヒョンデ自動車と起亜自動車は、ICEの段階的廃止の目
標とコミットメントを個別に表明しているため、その部分で
は別々に採点される。総合得点は、それぞれの得点を合算し
て算出され、市場シェアに応じてそれぞれ60%と40%の重み
付けがなされる。

日産とルノー
ルノー・日産・三菱アライアンスは、2017年に三菱自動車
がルノー・日産アライアンスに加わったことで誕生した。こ
の提携は、ルノー・グループ、日産自動車株式会社、三菱自
動車工業株式会社という名称の自動車メーカーの合併ではな
く、相互保有による戦略的提携である。各社は独自の意思決
定権を保持している。本レポートでは、ルノーと日産を独立
した自動車メーカーとみなしている。

トヨタ

2,500,000 5,000,000 7,500,0000

フォルクスワーゲン

フォード

ヒョンデ・起亜

日産

ステランティス

SAIC

ゼネラルモーターズ

スズキ

ホンダ

BMW

ルノー

長城

メルセデス・ベンツ

長安

10,000,000
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図 4
採点基準の構成

2.1 ランキングのガイドライン

図 3
3つの指標の配分

3つの指標の重みは、対応するライフサイクル排出量に応じて割り当てた。従来の
ICE車のライフサイクルでは「タンクから車輪まで（tank to wheel）」の排出量、すな
わち「使用時排出量」が排出量の70 ～ 80％を占めることから、各メーカーの ICE 車
の段階的廃止に関する実績にスコアの77％を割り当てる。生産工程に関連して購入し
た製品・サービスからの排出量は、ICE車のライフサイクルでは炭素排出量の 18％を
占め、これにはサプライチェーンの脱炭素化で対処する。スコアの残りの 5％は、消費
資源の削減と資源利用の効率化に割り当てる。

ライフサイクル全体のスコアの合計は最大で 100 点となる。政策違反や不正行為が認
められた場合、また気候政策を支持しなかった場合はそのメーカーのスコアを1点減
点する。採点基準の概要を図 4 に示した。

以下の3つの指標に基づいてメーカー各社をランク付けする： 
 1.  ICE車の段階的廃止に関する実績（77%） 
 2. サプライチェーンの脱炭素に関する実績（18%） 
 3. 資源の節約と効率化に関する実績（5%）

指標 1 指標 2 指標 3

14% 4%

資源の節約
と効率化

5%

生産時 使用時

Scope 3  
Downstream

サプライチェーン

Scope 3  
Upstream

生産

Scope 1  
and Scope 2

77%

ZEV販売台数の割合（2018〜22年） 17%

ZEV販売台数シェアのCAGR（2018〜22年） 3%

市場集中度  5%

開示と目標  6%

鉄鋼の脱炭素化への取り組み  8%

再生可能エネルギー100％目標  3%

炭素削減目標  1%

減点  (最大 1%)

SUV割合  (最大 2%)

ZEV販売台数の割合（2022年） 25%

ZEV販売台数の比率  50%

ICE車の段階的廃止  22%

スコープ１とスコープ２   4%

スコープ3　購入した製品・サービス  14%

原材料の節約再生原料使用量  2%

二次鉄鋼の使用  2%

EVバッテリーの再利用とリサイクル  1% 

再生可能エネルギーによる充電  5%

指標 1 :  
ICE車の段階的廃止  77%

指標 2 : 
サプライチェーンの脱炭素  18%

指標 3 :
資源の節約と効率化  5%
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2.2 ICEの段階的廃止 (77%)
ZEV販売台数の比率（42%）

ZEV比率スコア  =
ZEV販売比率実績

ZEV販売比率目標値

基準の重みは、2022年のZEV販売比率に対しては25、2018～2022年の5年間のZEV
販売比率に対しては17とする。

ZEVの年平均成長率（CAGR） 
（3%）基準

- 1
2022年のZEV販売比率
2018年のZEV販売比率

1/t

（t = 時間（年））

各自動車メーカーのスコアは、2022年の販売台数と2018 ～ 2022年の期間の総販売
台数に占める ZEV の割合に基づいて決定する。メーカー各社の ZEV 販売台数実績を
目標値と比較し、販売実績が目標値にどれだけ近づいているかをスコアで示している。
目標値として、0.30 を 2022 年の、また 0.25 を 2022年までの 5 年間の合計販売台数
に対する ZEV 販売比率の評価に使用した。算出した比率は、2022年単年の ZEV 販売
については 25 点満点で、2018 ～ 2022 年の 5 年間の ZEV 販売については 17点満点
で換算した。単年と 5 年間の両方の時間枠を採用しているのは、市場への ZEV 供給に
継続的に貢献しているメーカーを正当に評価するためである。

以下の計算式を用いてスコアを算出する。

x  基準の重み

メーカー各社の過去 5年間の総販売台数に占める ZEV の比率の伸びを追跡することで
自動車メーカーの従来型 ICE 車の段階的廃止の進捗状況を評価するため、ZEV 販売比
率の CAGR を採用した。CAGRが高いほど ZEV が総販売台数に占める比率が伸びて
いることを示し、ICE 車の段階的廃止が速く進んでいることになる。この CAGR 基準
にはスコア全体の3％を割り当てる。

年平均成長率は以下の式によって算出する。

また、自動車メーカーのCAGR が世界全体の CAGR 目標値である 70％と比較してど
れだけ高いかに応じ、加点する。2018 ～ 2022 年の CAGR が拡大し、かつ継続的に
世界全体の目標値と同等かそれを上回る値を示しているメーカーには 2点を与える。
それに満たない場合は、最大1点を加点する。計算方法は付録 III 図12 を参照のこと。

さらに、ZEV 販売比率の成長率が業界トップレベルだったメーカーには最大で 1 点を
加点する。世界全体の目標値の 2 倍以上の CAGR を示したメーカーには 1点を加算し、
世界目標値の1.8 ～2 倍の場合は 0.5 点を加算する。

CAGR は絶対的な販売台数ではなく販売台数に占める比率を評価していることに注
意する必要がある。つまり、自動車メーカーは ICE 車の販売台数を減らすことなく
CAGR を伸ばすことができてしまうのである。したがって、ZEV 比率とCAGR の評価
は、ZEV の総販売台数に基づく評価と相補的な関係にある。

CAGR   =
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直接購入またはPPA : 5

直接購入またはPPAと
不明瞭なRECの併用 : 3-3.5 

不明瞭なRECと
その他の手段の併用 : 2-2.5

それ以外 : 0-1

５点を満点とし、販売した EV ユーザーへの再生可能エネルギーによる充電の選択肢、
プログラム、取り組みがあるかを採点する。ここでは、さまざまな情報源が提供する
資料を評価に使用する。検討するのは次の 2 点である。

• 再生可能エネルギーによる充電選択肢の追加性 : 再生可能エネルギーによる充電の
各選択肢に備わった能力の追加性に基づいてメーカーを採点する。例えばローカル
グリッドで再生可能エネルギーを調達する、または PPA から調達する、といった
場合は、分離型の再生可能エネルギー証書を購入するよりも高いスコアが得られる。

• 地理的範囲 : より多くの国や地域で選択肢を提供している企業ほど多くのスコアが
獲得できる。

最終的なスコアは以下の計算式で求める。

主要市場2つ以上 : 1

主要市場1つ : 0.8

1カ国または1州以上 : 0.5

近隣地域レベル : 0.2

さらに狭い範囲 : 0

ii  欧州連合に加盟する27カ国と欧州経済領域の3カ国

2030年以前 : 1.0
2030年 : 0.8
2035年 : 0.6
2040年 : 0.3
2040年以降 : 0

目標年

中国 : 0.34
米国 : 0.17
 EU : 0.12
その他の地域 : 0.37 

100% : 1.0 
90% : 0.9
 
20% : 0.2
10% : 0.1

スコア =

ICE車ホールドアウト市場での 
市場集中（5%）

ICE車の段階的廃止計画（22%）

再生可能エネルギーによる
充電（5%）

この基準では、ICE 車ホールドアウト市場における 2020 ～ 2022 年のZEV 販売台数
の地理的分布に応じて、メーカー各社を採点する。そうした市場として 13 地域を想
定し、市場ごとの過去 3年間の累積 ZEV 販売台数が 1,000 台を超えた場合のみをカウ
ントする。2020 ～ 2022 年の ZEV 累計販売台数が 13 市場すべてで 1,000 台を超え
たメーカーに対しては、満点が与えられる。それ以外の場合は、各市場の重みは均等
に 13 分の 1とする。この基準を採用して EV 化が遅れている市場での ZEV 販売実績
を測定することで、変革が遅れている地域のZEV 移行に取り組んでいる自動車メーカ
ーを正当に評価することができる。

ICE車ホールドアウト市場は次の13地域である：
オーストラリア、ブラジル、カナダ、日本、インド、インドネシア、メキシコ、 
フィリピン、韓国、タイ、トルコ、米国、ベトナム

中国と欧州連合は、財政面および規制面での ZEV 導入目標が追い風となって ZEV販売
台数で他地域をリードしており、世界の ZEV販売台数に占める割合はそれぞれ19％、
14％となっている。そのため、中国と欧州連合は ICE車ホールドアウト市場とはみな
さない。それに比べ、米国の 2022年のZEV 普及率は6％にとどまった 43。そのため
米国を、電動化が早急に求められる ICE 車ホールドアウト市場とみなしている。

ICE 車の段階的廃止計画では、メーカーが公表している目標値を評価する。一貫性を
保つため、評価対象は各社の公式チャネルを通じて発表された声明のみとする。声明
と目標値にはバッテリー EV（BEV）や燃料電池車（FCEV）導入に関する計画が具体
的に示され、数値化可能な削減目標とスケジュールが含まれていなければならない。
2030 年までに世界全体で ZEV 販売 100％を達成すると約束しているメーカーには、
気候危機に取り組む積極的な姿勢を評価して満点の 22点を加算する。

この基準では、3大 ZEV 市場である欧州 ii、米国、中国、ならびにその他の地域の ICE
車の段階的廃止計画を評価する。採点基準では、これら4 地域それぞれに重みを配分
している。スコアは以下の方法で計算する。

対象地域 ZEV目標値％

追加性 地理的範囲

スコア =

...
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2.3 サプライチェーンの脱炭素化 (18%)
スコープ1とスコープ2：再生可能
エネルギーと炭素排出量削減目標
（4%）

購入したスコープ3カテゴリー1
の製品・サービス：排出量開示
と削減目標（6%）

鉄鋼の脱炭素化（8%）

減点：SUV比率（-2%）

メーカーが公式発表しているデータに基づき、以下の 2つの指標に沿ってスコープ 1
とスコープ 2 の排出量目標を評価した。

• 再生可能エネルギー 100％化へのコミットメント（3%）
• 炭素削減目標（1%）

2035年までに世界全体で再生可能エネルギー 100％を達成することを約束し、その
進捗状況の透明性が高く、また 2030年までに世界全体で二酸化炭素排出量を50％削
減することを約束した自動車メーカーは満点を得る。再生可能エネルギー化にむけた
約束に十分な意欲が見られないメーカー、または進捗状況が不明瞭なメーカーに対し
ては部分点が与えられる。

スコープ 3 のカテゴリー1 は、メーカーが生産過程で購入する製品やサービスからの
排出量を対象としている。この基準では、メーカーが Carbon Disclosure Project 44

に対して行う排出量開示と、各社が公式報告書で公表する排出量目標を評価する。ス
コア配分は以下の通りである。

• スコープ 3 カテゴリー1 排出量開示（1%）
• スコープ 3 カテゴリー1 排出量削減目標（5%）

スコープ 3 カテゴリー1 の排出量を開示し、スコープ 3 カテゴリー1 排出量を 30％以
上削減することを約束し、明確な削減目標を定めている自動車メーカーには、満点の6
点が加点される。削減目標に関する情報が部分的であるメーカーや、目標が意欲に欠
けるメーカーには部分点を与える。また、最終目標または削減目標に言及していない
メーカーは 0点とした。

この基準では、自動車メーカーのスコープ 3 カテゴリー1 の排出量削減の一環として、
鉄鋼の脱炭素化を以下の鉄鋼に関する指標に基づいて分析する。

• 鉄鋼の脱炭素化と相対品質に関する具体的目標（4%）
• 低カーボン鋼のための技術革新を促進するための投資またはパートナーシップ活

動と相対品質（3%）
• 二次鋼材の使用目標（1%）

意欲的な目標がある場合や、明確で数値化された目標、あるいは低カーボン鋼供給に
関する提携関係などがある場合には、各基準で満点が与えられる。目標や提携関係の
レベルが十分に高くないメーカーや、目標や供給に関する約束が不明確または数値化
されていないメーカーには、部分点が与えられる。目標も提携関係も設けていないメ
ーカーは 0 点とする。

SUVの鋼材使用量は他の乗用車に比べ平均で 20％多い。鉄鋼生産による環境負荷を
自動車産業で減らすには、自動車メーカーが SUV の生産と販売を減らす必要がある。
過去 5 年間の総販売台数に占める SUV の比率が 25％を超えるメーカーは1点減点と
する。販売台数に占める SUVの比率が 50％を超える場合は、2 点減点とする。
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2.4 

2.5 減点 (最大1%)

資源の削減と効率化 (5%)
資源の削減と利用効率（4%）

電気自動車バッテリーの再利用 
とリサイクル（1%）

材料の利用効率には、原材料消費の削減と再生材料利用の増加が含まれる。以下の基
準を満たしたメーカーに 1点を加点する。1）原材料使用量を削減するため、意欲的か
つ包括的な目標を設定している。2）再生材料の使用量を増やすため、意欲的かつ包括
的な目標を設定している。数値化した目標を設定している場合は、基準ごとにさらに
1 点を加点する。

EV バッテリーの再利用は潜在性が高い。寿命を迎えた EVバッテリーは、蓄電バッテ
リーとして再利用することが可能である 45。EVバッテリーにはリチウム、コバルト、
ニッケル、マンガンなど、自動車産業の電動化にとって重要な金属や材料が含まれて
いる。これらの金属や鉱物の希少性や採掘による環境負荷を踏まえると、再利用が不
可能な場合は、効率的なリサイクルシステムを構築してこうした主要材料の循環型経
済モデルづくりを促進すべきである。EVバッテリーの再利用とリサイクルの能力強化
に投資しているメーカーには 0.5 点を加点する。その投資または追加能力が数値化可
能なものであれば、さらに0.5点を加点する。

2022年 8月から 2023年 7 月までに環境規制・基準違反があったメーカーは、0.5点
減点する。1.5℃シナリオに基づいて排出レベル制限を目指すパリ協定に沿った気候
政策を支持しないメーカーは、さらに 0.5点減点する。パリ協定の条項との整合性は、
LobbyMap の Automotive Climate Tool に示されている46。InfluenceMap が

「パフォーマンス・バンド」で B−以下のスコアを付けた自動車メーカーは、0.5点減
点する。

LobbyMap のデータは 2023 年 6 月から 8 月にかけて取得した。
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3.1 主な結果
EVは急速に普及しているものの、世界の自動車市場におけ
る主流は依然としてICE車である。世界の従来型自動車メ
ーカー上位15社が2022年に販売したゼロエミッション車
（ZEV）の数は330万台だったのに対し、ICE車の販売台数
は5,550万台だった。従来型自動車メーカーの年間販売台
数にICE車が占める割合は依然として高い。同15社が販売し
た自動車全体のうちICE車の比率は2018年で99.5％だった
が、2022年においてもまだ94.4％だった。

ZEV販売台数において、従来型自動車メーカーは競争に負
けつつある。従来型自動車メーカー上位15社は2022年にお
ける世界自動車市場シェアの74％を占めるものの、同年の
ZEV市場シェアは43％を占めるにとどまっている。従来型
自動車メーカーが今なおICE車の販売に重点を置く一方で、
同業界の他のメーカーは電動化を推し進めている。2018年
から2022年までの従来型自動車メーカー上位15社のZEV
販売台数の成長率は46.6％で、同期間の世界全体の成長率
69％に遅れをとっている。

世界のZEV販売台数は増加傾向にあるが、自動車メーカーす
べてがこの流れに貢献しているわけではない。世界の従来型
自動車メーカー上位15社のZEV販売台数は1年間で100万
台以上拡大し、2021年の220万台から2022年の330万台
へと増加した。5年前のこの数字はわずか40万台だった。業
界全体でのZEV販売台数の伸びには期待が持てるが、電動化
の進展を牽引してるのは出遅れた集団の中のごくわずかな企
業に過ぎない。自動車メーカー上位15社のうち、最も評価
が高かった企業はZEVの販売台数が10台あたり3台だった
一方で、最も評価が低かった企業は販売台数400台あたり1
台にとどまり、実に125倍もの開きが見られた。

従来型自動車メーカーは、中国と欧州以外ではZEV販売台
数を大きく伸ばせなかった。従来型自動車メーカーは政府に
よる優遇措置を受けられる中国と欧州ではZEV販売を伸ば
したものの、その他地域のZEV市場での浸透率は今なお低
い。従来型自動車メーカーは依然としてグローバルサウスで
大量のICE車を販売しているが、これは化石燃料の消費を永
続化させるもので、メーカー各社が掲げる気候変動へのコミ
ットメントと矛盾している。

自動車メーカーが現在掲げている脱炭素化目標は、世界の気
温上昇を1.5℃以下に抑えるには不十分である。従来型自動
車メーカーのなかで、ICE車の段階的廃止、およびサプライ
チェーンや上流の脱炭素化の両方について目標を定めた包
括的なサステナビリティ計画を公表している企業はほんの
少数しかない。脱炭素化の取り組みで最も高評価を得た自動
車メーカーでさえ、世界の気温上昇を1.5℃以下に抑えるた
めに必要なレベルの努力を約束していない。国際エネルギ
ー機関（IEA）によれば、この目標を達成するにはICE車を
2035年までに完全に廃止しなければならない5。全体的に見
て、2022年の世界の自動車メーカー上位15社による脱炭素
化の取り組みは低調にとどまり、パリ協定に即した排出量削
減目標を達成できるレベルには届かなかった。

スポーツ用多目的車（SUV）の販売台数が急速なペースで
伸び続けており、気候変動への大きな脅威となっている。	
2022年の世界のSUV販売台数は、2021年から110万台増
加して3,440万台となった6。SUVは鉄鋼消費量が多く燃費
が悪いため、小型車に比べカーボンフットプリントが大き
い。本報告書で評価の対象にした自動車メーカー15社のう
ち３分の２が販売台数全体に占めるSUVの割合を過去３年間
で増加させている。2022年の世界の自動車販売台数のうち
SUVが占めた割合は、ヒョンデ・起亜で53％、長城で72％
と半分以上にのぼった。一方、トヨタでは37％、フォルクス
ワーゲンでは44％、ゼネラルモーターズでは40％、ステラ
ンティスでは36％だった。

世界最大級の自動車メーカーは、再生可能エネルギーによる
充電に十分に投資していない。ZEV充電のための電力需要が
高まるなか、メーカー各社は再生可能エネルギーの能力を増
強し、新たな需要を満たす必要がある。自動車メーカーは電
力販売契約（PPA）や直接投資を通じて再生可能エネルギー
を調達すべきである。一方で、分離型の再生可能エネルギー
証書（REC）の購入は、その再生可能エネルギー追加性につ
いて議論の余地があるため控えるべきである7。

自動車メーカーはこれまで、脱炭素化においてサプライチェ
ーンや材料が果たす重大な役割を軽視してきた。自動車メー
カーの脱炭素化戦略は、ZEVの生産・販売を増やし排気管か
らの排出量を削減することに重点が置かれがちである。業界
全般において、鉄鋼調達にかかる生産工場でのエネルギー消
費や川上工程での排出量といった、サプライチェーンや材料
に起因する排出量が十分に考慮されていない。これでは、結
果として排出が野放しになりかねない。

世界の主要な従来型自動車メーカーによる2022年の脱炭素化への取り組みは、一様ではなかった。ゼロエミッション車の販売台
数が好調だったメーカーや、今後の脱炭素化への取り組みについて意欲的な声明を出したメーカーもあったが、気候危機の切迫度
に見合った包括的な脱炭素化戦略を発表した自動車メーカーはなかった。全体的に見て、2022年の世界の自動車メーカー上位15
社による脱炭素化の取り組みは低調にとどまり、パリ協定に即した排出量削減目標を達成できるレベルには届かなかった。
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3.2

ZEV販売台数の 
比率

図 5
2018～2022年の従来型自動車メー
カー上位15社、テスラ、BYD、その
他のZEV販売台数（出典：マークライ
ンズのデータに基づきグリーンピース
が編集）
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iii  また低価格ゆえに過剰消費の問題につながることも考えられる。2021年5月、上海市政府は五菱の宏光MINIを、新エネルギー車のナンバープレート無料交付（EV購入手続きの
加速を目的とした政策）対象から外した。その理由は、大量販売によって過剰な新車台数が交通システムへの負荷（交通量の増大）に拍車をかけているためだ。

ICE車のライフサイクル排出量の大部分を占めるのは、走行時の排出ガスである。そのため、自動車産業の排出量削減にはICE車
の段階的廃止とZEVの大量普及が極めて重要である。

従来型自動車メーカーは ZEV 販売台数で市場平均を下回っている。従来型自動車メー 
カー上位 15 社は 2022 年の乗用車販売台数合計のうち 74％を占めた一方、同年の
ZEV販売台数では 43％を占めたに過ぎない。これに比べテスラは 20％、BYD は12％
となっている。全世界の ZEV 販売台数は 2021年から 2022年にかけて69％拡大した
が、従来型自動車メーカー上位15社で見るとZEV販売台数の伸びは 46％にとどまる。
図 6 を参照のこと。

2022 年の ZEV 販売比率は、SAIC、BMW、ルノー、長安を除く従来型メーカーの大
半で 10％以下だった。SAIC は総販売台数に占める ZEV の割合が最も高く、ランキン
グ中で ZEV 販売台数が 30％を超えた唯一のメーカーである。2022 年に SAIC が販売
した ZEV 90 万台以上のうち 63％は五菱の宏光 MINI だった。同車は 4300ドルから
という低価格のバッテリー EV（BEV）で、中国でのみ販売されている iii。

ホンダ、トヨタ、スズキは 2022年の ZEV 販売比率が最も低く、2022年および 2018
～2022 年の ZEV 販売比率は総販売台数の1％未満だった。2018年から 2022年ま
での従来型自動車メーカー上位 15 社の ZEV 販売台数の成長率は 47％で、同期間の世
界全体の成長率 69％に遅れをとっている。この間、世界の自動車市場が全体として大
きく拡大していないため、従来型自動車メーカー上位 15 社は EV 企業に売上を奪われ
ていることになる。

単
位
：
千
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図 6
2021年および2022年の企業別世界総
販売台数に占めるZEVの比率（出典：
マークラインズのデータに基づきグリー
ンピースが編集）

販売台数中のZEV比率（2021年） 販売台数中のZEV比率（2022年）
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2022年における従来型自動車メーカー上位15社の5年間の
ZEV販売台数CAGRは、わずか1ポイント増の79.4％だっ
た。5年間のCAGRが微増にとどまったことは、電動化にむ
けた業界全体の動きが緩慢であることの現れである。

自動車メーカー15社のうちCAGRが100％を超えたのはフ
ォード、ホンダ、ステランティス、フォルクスワーゲン、長
城だった。この5社の過去5年間のZEV販売の伸びは電動化
が好調に進展していることを示しているが、ZEV総販売台
数は低水準のままだった。フォードとホンダのCAGRが高
いのは2018年のZEV販売比率がそれぞれ0.013％および
0.030％と低かったためで、その結果急成長が見られること
になった。

自動車メーカー15社のうちゼネラルモーターズ、日産、ト
ヨタ、スズキは、総販売台数に占めるZEV比率もZEV販売
成長率も最低水準だった。スズキは2022年にZEVをまった
く販売していない。日産はリーフで早期にBEVを導入した
が、過去5年の成長率は最下位から二番目だった。図7を参
照のこと。
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図 7
2018～2022年のCAGRとZEV販売
比率（出典：マークラインズのデータ
に基づきグリーンピースが編集）
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ランキングでは、ICE 車のホールドアウト市場で一定数以上の ZEV を販売している自
動車メーカーに高い評価を与えている。ホールドアウト市場とは、ICE 車の段階的廃
止を促進または義務化する上で規制が大きく進展していない、または ZEVの普及率が
低い市場を指す。詳細については「評価方法」を参照のこと。

最も地理的範囲を広げてEVを販売しているのは BMW とフォルクスワーゲンで、両社
とも 2020年から 2022年にかけて ICE 車ホールドアウト市場 6つで ZEV を 1,000 台
以上販売している。ヒョンデ・起亜とメルセデス・ベンツがそれに続き、いずれも ICE
車ホールドアウト市場 5つで 1,000 台以上の ZEV 販売実績を有し、4 社はいずれも韓
国と米国で高い販売台数を記録した。

この項目での日産のスコアは控えめで、過去 3 年に ZEV 販売台数が 1,000 台を超えた
ICE 車ホールドアウト市場は 4 つだった。同車の販売台数は特に日本と米国に集中し
ていた。フォードとゼネラルモーターズの ICE 車ホールドアウト市場での ZEV 販売で
多数を占めたのは、北米市場だった。

これら自動車メーカー 15 社はブラジル、メキシコ、フィリピン、ベトナムでは ZEV
をほとんど販売しなかった。メーカー15 社のうち、インド、タイ、インドネシアで大
規模に ZEV を販売したのは SAICだけだった。
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図 8
2020～2022年における、13のICE車
ホールドアウト市場での自動車メーカー
15社のZEV販売台数
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以下の色の階調は、自動車メーカー各社が各 ICE ホールドアウト市場で販売した ZEVの台数を表す。



結果

25

自動車環境ガイド 2023

図 9
自動車メーカー各社の2022年の地域別
総販売台数とZEV販売台数（中国、米
国、EU、日本、韓国またはその他） 

（出典：マークラインズのデータに基
づきグリーンピースが編集）
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iv  トヨタはICE段階的廃止にむけた約束として、2030年までにZEVの販売台数を350万台にするとしている。2022年から2030年までの総販売台数が増加しないと仮定する
と、2030年の全世界でのZEV比率は35.9％になる。

ICE車の段階的廃止
目標と取り組み

ZEV の販売台数で見ると、多くの自動車メーカーで市場分布にばらつきが見られる。

図9 に、2022 年における自動車メーカーの ZEV 総販売台数と市場分布の差を示した。
ホンダのZEV販売は中国に集中しており同社のZEV販売の90％を占めている。これは、
同社の販売分布全体で中国が占める割合 37％の 2 倍にのぼる。ルノー全体の販売台数
の 3 分の 1 を中国、米国、EU、日本、韓国以外の市場が占めているが、これら市場での
ルノーの ZEV 販売はごくわずかである。ステランティスの中国、米国、EU、日本、韓
国を除いた市場での ZEV 販売台数も、同市場における ICE 車販売台数に比べて少ない。
ヒョンデ・起亜の総販売台数の 3 分の1 以上は中国、米国、EU、日本、韓国以外の市
場からのものだが、これらの市場における ZEV 販売はごくわずかだった。

ヒョンデ・起亜、日産、トヨタなど EU での車両販売台数が比較的少ないメーカーを含
め、多くの自動車メーカーにとって EU は大きな ZEV 市場になっている。

フォード、ゼネラルモーターズ、メルセデス・ベンツはいずれも COP26 の ZEV 宣言
に賛同していることから、ICE 車の段階的廃止目標と取り組みを評価するこの項目で首
位を獲得した。COP26 の ZEV 宣言では、ICE 車の段階的廃止を欧州、米国、中国では
2035 年までに、全世界では 2040 年までに達成することを定めている 47。ホンダの現
在のZEV 販売台数は低水準であり、ICE 段階的廃止の目標年もやや遅いが、欧州、米国、
中国を含む全世界での ICE 段階的廃止の目標を掲げていることから、この基準では 4
位となった。

上記の 4 社を除く10 社は ICE 車の段階的廃止時期を明確に示していない。BMW は
この項目で 5 位につけた。これは同社の ICE 車の段階的廃止計画が全世界を対象とし、
欧州、中国、米国の各市場については明確な目標を定めているためである。BMWは
2030 年までに総販売台数の 50％を ZEV にすることを目指している 48。トヨタ、ヒョ
ンデ・起亜、ステランティスの ICE 車段階的廃止にむけた取り組みは意欲的とは言い
難い。トヨタは ICE の廃止時期を公表していないが、これに代えて 2030 年 49 までに
350万台の ZEV iv を販売するという目標を掲げている。ヒョンデと起亜の、ZEV 販売
台数を 2030 年までにそれぞれ 34％と37％にするという目標には ICE 車全廃までのロ
ードマップが含まれていない50,51。ステランティスは 2030年までに欧州で ICE車全廃、
中国で ZEV 販売 60％達成、ならびに米国で小型トラック販売台数の半分を ZEV にす
るという目標を掲げている52。トヨタ、ヒョンデ・起亜、ステランティスの実績は、自
動車業界のリーダーのものとしては物足りない。

ICE の段階的廃止について何らかの目標を公表しているが得点が低かったのは、フォル
クスワーゲン、ルノー、スズキ、日産の 4 社であった。フォルクスワーゲンは ICE の段
階的な廃止目標を出していないが、2030 年までに ZEV 販売比率を欧州で 60％、全世
界で 50％にするという目標を掲げている。ルノーは、ICE 車の販売禁止がすでに決ま
っている欧州市場でしか段階的廃止計画を定めていない。日産は、2030 年までに米国
での ZEV 販売比率 40％を目指すにとどまっている。スズキは欧州、日本、インドでの
目標を公表しているが、目標値は同業他社と比べて低い。2023 年 9 月、日産は「2030
年までに欧州市場での新車販売の 100％を EV モデルとする」と発表した。グリーンピ
ースからの問い合わせに対して、欧州市場から ICE とハイブリッド車は 2030年以降
販売しない予定、と回答している。これは同社にとっても先進的なことである 53。

長安、長城、SAICは、ZEV 販売比率は相対的に高かったものの、取り組みに関するこ
の項目での得点は 0 だった。この 3 社は、ICE 車段階的廃止目標も取り組みも公表して
いない。SAICと長城は、2025 年までに新エネルギー車（NEV）販売をそれぞれ 32％
と 80％にするという目標を掲げ、長安は 2030 年までに中国での NEV 販売比率を60
％にすることを目指している54,55,56。ただし、NEV には排出ガスを伴う PHEV も含ま
れるため、これらの目標は ICE の段階的廃止目標とはみなされない。

全体として、従来型自動車メーカーによる ICE の段階的廃止目標は、精彩に欠くと言わ
ざるを得ない。2022 年に新たな目標を表明した自動車メーカーはわずかであり、大半
は限られた市場を対象とした ICE 車段階的廃止計画を示したにすぎず、全世界での段
階的廃止についての取り組みは示されなかった。
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3.3 サプライチェーンの脱炭素化

再生可能エネルギーに
よる充電

スコープ1およびス
コープ2の排出量： 
再生可能エネルギー
と炭素削減目標

ZEV は、再生可能エネルギーを動力源とすることで初めて、走行時に真のゼロカーボ
ンを達成できる 11。ZEV 充電のために化石燃料を燃やして発電していては炭素を排出
することになる 57, 58。世界で ZEV 車両が増加するなかで、EV によって増加する電力
需要は再生可能エネルギーで満たさなければならない。再生可能エネルギーを電源と
した充電インフラを拡大することの重要性は、強く認識されるべきである 59。

メーカー 15 社の大半は再生可能エネルギーによる充電の選択肢を示しているか、少な
くともそうする意志があると表明している。ほとんどのメーカーが、こうしたサービ
スを充電事業者との提携を通じて展開している。提携先の選択肢が少ないため同じ企
業であることが多く、これらの企業はしばしば地理的に広大な地域をカバーしている。

メーカーの提携先には、発行元の不明瞭な再生可能エネルギー証書（REC）を購入し
てゼロカーボン電力を供給していると主張する充電事業者もある。再生可能エネルギ
ーの直接購入の少なさと、REC のトレーサビリティの低さが、依然として問題となっ
ている。こうした REC がどの程度再生可能エネルギーの追加性に貢献するかについて
は、議論の余地がある 7。

この項目ではメルセデス・ベンツ、ヒョンデ・起亜、BMW が最も最得点だった。こ
の 3 社はいずれも充電事業者と提携して充電網を構築し、広い地域にわたってゼロカ
ーボン電力を供給するとしている。ただし、発行元の不明瞭な REC が使われているた
め、こうした充電網が全体として再生可能エネルギーの追加性にどれだけ貢献してい
るかについて疑問が残る。フォルクスワーゲンが展開する充電サービスのなかには再
生可能エネルギーの供給源が明示されていて追加性の高いものもあるが、その規模は
限定的である。

スコープ1およびスコープ2の排出量とは、自動車メーカーが直接管理または所有する
排出源から出る温室効果ガス、あるいは、電気、冷却、熱、蒸気などの購入を通じて使
用するエネルギーに由来する温室効果ガスを指す。

再生可能エネルギーの導入は多くの産業で脱炭素化にむけた取り組みの主流となって
いるが、自動車産業はこの点で立ち遅れている。BMW、フォード、ゼネラルモーター
ズ、メルセデス・ベンツ、ステランティス、フォルクスワーゲンの 6 社は、自社業務に
使う電力を 2035年またはそれ以前までに全世界で再生可能エネルギー 100％にむけ
取り組んでいるか、あるいはすでにそれを達成している。また、全世界での炭素排出
量を 2030年またはそれ以前までに半分以上削減する取り組みも進めている。ただし、
オフセットに大きく依存し続け、これらのプロジェクトの効果を引き下げている企業
もあることに留意したい。

ホンダとトヨタによる、2030 年までに米国の生産拠点で再生可能エネルギー利用を
100％にするという取り組みは有望な進展だが、これを世界規模で拡大する必要があ
る60, 61。ルノーは 2030年までに再生可能エネルギーを 70％にすると表明しておりこ
れは短期的には妥当と言えるが、再生可能エネルギー利用率 100％にむけたロードマ
ップは示されていない 62。ヒョンデ・起亜と日産の目標には付録 III、表 1 に示されるよ
うに、十分とは言えない。

脱炭素化に取り組むにあたり、自動車メーカーは購入した製品・サービスによる排出量にも、自社製品の生産工程で使う電力によ
る排出量にも対処しなければならない。主要な排出源である自動車メーカーは、生産工程をカーボンニュートラルなものにする
ための措置を講じる必要がある。
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スコープ3の購入した
製品・サービスの開示
および削減目標

フォルクスワーゲンは生産に由来する炭素排出量削減目標を 30％から 50％に引き
上げ、炭素削減目標でメルセデス・ベンツに並んだ。ルノーは自社拠点での排出量
を 2030年までに半減させることを目指している。ゼネラルモーターズとフォードは、
2035年までにスコープ 1 と 2 の事業活動の排出量を、2018 年（ゼネラルモーターズ）
と 2017 年（フォード）を基準としてそれぞれ 72％および 76％削減するという目標
を掲げている。BMW の炭素削減計画は相対的に先進的で、際立っている。BMW はス
コープ 1とスコープ 2 の排出量を 2030 年までに 2019 年比で 80％削減することを目
指している。これは短期目標として最も意欲的なものである。対照的に、ホンダ、日産、
ヒョンデ・起亜のスコープ 1 とスコープ 2 の炭素削減目標は明確ながら意欲が見られ
ない。スズキ、SAIC、長城は目標が曖昧でロードマップも示していない。

自動車産業の自社拠点で二酸化炭素排出量と電力使用量を削減することは、必要であ
ると同時に達成可能なことでもある。すべての自動車メーカーは明確なロードマップ
を策定し削減目標にむけて努力する必要がある。ネットゼロにむけた明確なロードマ
ップがない限り、自動車産業の削減量は生産台数の増加によって相殺されかねない。
さらに、メーカーは購入する製品・サービスを脱炭素化しなければならない。この分
野は広範囲に及ぶ。まず何よりも注力すべきは鉄鋼とバッテリーという炭素集約型の
分野である。

自動車メーカー15 社中、12 社がスコープ 3 の購入した製品・サービスによる排出量
データを報告・開示していた。長安、長城、SAIC の排出量データは入手できなかった。

ただし、スコープ 3 の購入した製品・サービスの排出量データを開示している自動車
メーカーも、データの質はまちまちである。サプライヤーから一次排出量データを取
得しているとする企業はごく少数である。サプライヤーから一次排出量データを取得
していない自動車メーカーは、業界平均の排出量係数を使用している可能性が高いが、
標準化された排出量係数なしでは、各社の取り組みやその排出量数値への影響の比較が
困難になる可能性がある。

自動車メーカー 15 社のうちメルセデス・ベンツとステランティスが最も先進的な目標
を掲げているが、目標達成のためにオフセットをどの程度利用するかについては明示
されていない。メルセデス・ベンツは材料のカーボンフットプリントの削減を計画し
ており、2039年以降バランスシート上でカーボンニュートラルな素材のみを調達する
ことを目標としている 63。ステランティスも、2038 年までに「ウェル トゥ ホイール

（well to wheel）」で、またサプライチェーン全体でカーボンニュートラルを実現する
と表明している 64。ルノーと BMW はこの項目で 2 位タイにつけた。両社はスコープ 3
の上流の排出量をそれぞれ 2030 年までに 30％削減（基準年は設定せず）、2030年ま
でに 20％削減（2019年比）という明確な目標を掲げている 62, 65。

ゼネラルモーターズは 2038年までに、フォードは 2050 年までに、サプライチェーン
のカーボンニュートラルを達成する計画だとしている 66, 67。両社は、サプライヤーと組
織的に協力してスコープ 3 上流の炭素排出量を削減することを目指しているが、ロー
ドマップが不明瞭であり、フォードはより野心的な目標を掲げるべきである。

ヒョンデと起亜は、スコープ 3 の購入した製品・サービスについてそれぞれ異なる排出
量削減計画を策定している。『自動車環境ガイド 2021』を発表した時点では、ヒョン
デの削減目標は 2035年までにわずか 10％削減という消極的なものだった。ヒョンデ
の最新の公式報告書にはこの目標について記載がなく、目標が破棄されたのか、または
変更されたのかが不明である。ヒョンデは、2045年までにサプライチェーンも含めて
カーボンニュートラルを実現すると表明している。起亜は以前は主要な材料の炭素排出 
量を 2030 年までに50％削減することを目指す、としていた。しかし、最新の資料では 
それよりはるかに消極的で、2030 年までに10％削減という目標に下方修正されている。
カーボンニュートラルについては 2045年までに 90％以上実現を目指している 68。

トヨタは、車両ライフサイクル全体での排出量を 2030 年までに 30％削減し、最終的
には 2050 年に 100％削減を実現するという目標を発表した69。トヨタの 2030年中間
目標は、スコープ 3の購入した製品・サービスに由来する排出量だけではなく、トヨタ
自動車株式会社の消費による排出量、「企業活動」による排出量、「サプライヤーおよび
顧客」による排出量にも適用される。トヨタの目標は短期的なスケジュールが明確さに
欠け、達成にむけた具体的なステップも明示されていない 69。
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鋼鉄の脱炭素化

総数に占めるSUV 
の割合

鉄鋼の脱炭素化への取り組みの質は、メーカーによって差が見られる。公式声明や報
告書でこの課題を指摘し具体的な目標を掲げている高得点の自動車メーカーもあれば、
この課題に対する認識を十分に示していないメーカーもある。

高得点のメーカーには BMW、ゼネラルモーターズ、フォード、メルセデス・ベンツが
あり、いずれも自社の鉄鋼消費の一部を低カーボン鋼に切り替えると約束している。こ
の 4 社の鉄鋼の脱炭素化にむけた取り組みを下支えしているのが低カーボンメーカー
とのパートナーシップ事業である。フォードとゼネラルモーターズは、低カーボン鋼の
調達 10％以上と控えめながらも目標を掲げている数少ないメーカーのなかの2社であ
り、他の自動車メーカーもこれに続くべきである。

ステランティスとヒョンデ・起亜の鉄鋼脱炭素化の評価は一長一短である。ステラン
ティスは 2025年までに鉄鋼消費量の25％を低カーボン鋼にすることを目指している。
これは短期的な鉄鋼脱炭素化スケジュールとして上位 15 社中最も意欲的なものであ
る。ヒョンデ・起亜は鉄鋼消費量の開示と鉄スクラップの使用の数値化をしているこ
とが評価されている。ヒョンデ・起亜は POSCOと提携し、水素を利用した直接還元鉄

（DRI）による低カーボン鋼生産に取り組んでいる。供給時期や供給量についての情報
は開示されていないものの、この取り組みによりヒョンデ・起亜は東アジアの鉄鋼脱炭
素化のトップランナーとなっている。

二次鋼材の使用目標について明確な目標を設定しているのは BMW、フォード、ゼネラ
ルモーターズだけである。

どのメーカーも消費する鉄鋼のカーボンフットプリントを開示しておらず、鉄鋼の完全
な脱炭素化にむけて具体的なロードマップを設けているメーカーもない。低カーボン鋼
メーカーとの提携ははじめの一歩としてはいいが、メーカーはサプライヤーに対し監査
を実行して、鉄鋼調達に由来する排出量を開示すべきである。同時に、ゼロカーボン鋼
調達にむけ意欲的な声明を出すことで、鉄鋼業界の技術改革への投資が促されるだろ
う。

従来の ICE 車はどれも環境に悪影響を及ぼすが、相対的に材料の使用量が多く、燃費が
低いSUV が環境に与える影響は、とりわけ深刻である。SUV はフレームが重いため、
鉄鋼使用量は小型乗用車より 20％も多い70。鉄鋼生産に由来する環境負荷低減に取り
組むにあたっては、生産工程の脱炭素化だけでなく、鉄鋼使用量の削減にも焦点を当て
る必要がある。自動車産業は、SUV の数を削減することで後者の課題に対処する必要
がある。SUVは重く、空力性能が悪いため、燃料とエネルギーの消費も大きい。

自動車産業はSUV 販売台数の削減目標を設定し、鉄鋼と燃料に由来する温室効果ガス
排出量を削減する必要がある。SUV の販売台数が増加すれば、ZEV販売で削減した排
出量が一部どころか全部打ち消されかねない。

しかしながら世界的に SUV の販売台数は増加しつつあり、環境的に持続可能であると
は言い難い。自動車メーカー上位 15社の 2022 年の SUV の販売比率は、わずか 5 年前
の 30.6％から急増して 40％に達した。個別に見ると、ヒョンデ・起亜とフォルクスワ
ーゲンの SUV 販売比率が急増しており 2022 年までの 5 年間で18 ポイント以上も増
えている。ほとんどの企業が販売台数の 30％以上を SUVに依存しているが、とりわけ
長城（72％）とヒョンデ・起亜（53％）でそれが突出している。

その他の企業はスコープ 3 の購入した製品・サービスによる排出量に関して、有意な
約束をしていない。

スコープ 3の上流の炭素削減には困難が伴う。しかし、それが車両のライフサイクル
排出量でも炭素集約型の部分であることを踏まえると、すべての大手自動車メーカー
は自社が購入する製品・サービスのカーボンフットプリント低減のために、効果的な
対策を取らなければならない。
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図 11

2018～2022年に上位15社の総販売台
数に占めるSUVの比率（出典：マーク
ラインズのデータに基づきグリーンピー
スが編集）
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図 10
2022年の総販売台数に占めるSUVの
比率（出典：マークラインズのデータ
に基づきグリーンピースが編集）
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スズキは特筆すべき例外で、この項目で減点されていない唯一のメーカーとなった。
スズキの 5 年間の SUV 販売比率は 20.38％だったが、同社の設計思想が軽自動車中心
であることを踏まえればそれも意外ではない。
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3.4 資源の削減と効率化

3.5 気候変動対策に対する 
ネガティブなロビー活動と規則違反

クローズドループの中に収まって再生・再加工・再利用され
る材料が増えるほど、自動車産業を維持するために地球から
採取しなければいけないバージン金属や鉱物の量は減る。自
動車メーカーが、車両の生産工程で使われる材料の量につい
て説明責任を負うことが極めて重要である。材料のなかには
鉄鋼など生産に環境負荷のかかるものもあり、ZEVバッテリ
ーに使われる重要鉱物には採取工程が環境や社会に対して有
害なものもある。自動車産業は原材料の使用量を削減し、二
次材料やリサイクル材料の使用を増やし、ZEVバッテリーの
再利用とリサイクルの能力強化に投資しなくてはならない。

残念なことに、過去1年におけるメーカーの資源利用効率目
標には進展がほとんど見られなかった。唯一、日産が具体的
な減量消費削減目標を掲げている。日産は新規採掘された
ものではない鉱物の使用割合を2050年までに車両1台あた
り70％とすることを目指している。2023年現在、ゼネラル
モーターズはニューコアとUSスチールのスクラップまたは
リサイクル鋼材を使用しているが、供給規模は明示されてい
ない。

EVバッテリーは寿命を迎えた時点で新品当初の約80％の容
量が維持されるとの試算がある71。EVに使うには能力不足
かもしれないが、さほど高い能力が求められない定置型エネ
ルギー貯蔵などには使用できる72。長安、長城、SAIC以外の
メーカーは、使用済みEVバッテリーの再利用やリサイクル
にむけさまざまな施策への投資に一定程度取り組むことを表
明している。ほとんどのメーカーがEVバッテリーから重要
鉱物やその他の金属を取り出すために多様なリサイクル制度
を設けているが、同業界の再利用の施策は概して不十分であ
る。この項目ではメルセデス・ベンツ、ルノー、トヨタが最
も高評価だった。この3社の取り組みではEVバッテリーを蓄
電用途に再利用し、かつリサイクルより再利用を明確に優先
していること、また最も重要な点として、大規模なエネルギ
ー貯蔵を目指していることがその理由である。3社はいずれ
も、80メガワットアワー（MWh）以上のエネルギー貯蔵シ
ステムを構築中である。フォルクスワーゲンが進める、年間
3,600台を目標としたEVバッテリーリサイクルスキームの
パイロット段階も注目に値する。

どの大手自動車メーカーも気候緊急事態に十分なレベルでは
取り組んでおらず、気候変動政策への関与は、不参加から積
極的な妨害までに及んだ。InfluenceMapは、自動車メーカ
ーをA+からFの5段階で採点しており、同社によるステラン
ティス、ルノー、トヨタ以外の自動車メーカーの関与の度合
いの評価はCからD+のあいだだった73。

ステランティス、ルノー、トヨタの評価は自動車メーカー
トップ15社のなかで最低のDだった。トヨタは2021年から
2023年までに、全世界でさまざまな気候変動政策に積極的
に関与し、その大半はネガティブなロビー活動だった74。ル
ノーはICE駆動のハイブリッド車が活躍できる期間を長引か
せるため、EUの2035年CO2排出ゼロ目標の遅延を主張し
続けていると見られる75。ステランティスは、英国のZEV義
務化と米カリフォルニア州の「先進クリーンカーII規制」へ
の関与度を高め、一方でEUの乗用車・商用車のCO2排出ゼ
ロ目標にも反対していると見られる76。

ゼネラルモーターズ、ステランティスは2022年8月から
2023年7月までの気候変動対策違反により、0.5点減点され
た。ゼネラルモーターズとステランティスは、米国で燃費基
準を満たさなかったとして、合計で3億6,380万ドルの罰金
を科せられた77。
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用語解説
用語

B BEV 電池式電気自動車

C CAGR 年平均成長率 

COP26 第26回締約国会議（2021年グラスゴーに 
おける国連気候変動枠組条約締約国会議）

E EU 欧州連合に加盟する27カ国と欧州経済領域
の3カ国

EV 電気自動車

F FCEV 燃料電池自動車

H HEV ハイブリッド車

I ICCT 国際クリーン交通委員会

ICE 内燃機関

IEA 国際エネルギー機関

N NEV 新エネルギー車

P PHEV プラグインハイブリッド車

PPAs 電力販売契約 

R RECs 再生可能エネルギー証書

S SUV スポーツ用多目的車 

U US 米国 

Z ZEV ゼロエミッション車

定義

追加性

追加性とはある活動に付加的な性質があることを指
し、本レポートにおいては、全体的な再生可能エネ
ルギー能力の増加を促すという意味である。その活
動が、新たな活動が促すとみなされる場合、その活
動には追加性があると言える。追加性の有無は、そ
の活動がベースラインと異なるかどうかを評価して
決定される。

BEV 電池式電気自動車。燃料タンクやマフラーがなく、
電気のみを推進力とする車両。非ICE車の一種。

EV 電気自動車。一部または全部の動力を電気によっ
て得る車両。

FCEV 燃料電池自動車。燃料電池を使用し、圧縮水素によ
って動力を得る車両。

HEV ハイブリッド車。小型のバッテリーでエンジンを補
助する車両。ICE車の一種。

NEV 新エネルギー車。中国で使われる用語でBEVと
PHEVを指す。

PHEV プラグインハイブリッド車。ガソリンと電気の両方
から動力を得る車両。ICE車の一種。

二次鉄鋼 二次鉄鋼は消費者が使用した後の鉄鋼や、生産工
程で残った鉄スクラップを再溶解して製造される。

ZEV

ゼロエミッション車。走行時に汚染物質や炭素な
どを含む排出ガスを出さない電気自動車を指す。
本報告書においては、BEVおよびFCEVのみを
ZEVとみなし、PHEVはZEVとはみなさない。
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付録 I：企業概要

企業概要：BMW  
2022年の市場シェア：2.76%

総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

40.0 25.0 13.0 2.5 -0.5

2022年のZEV販売台数の割合：10.32%

総合プロフィール 

BMWのZEV 販売台数の割合は、わずか 5 年前の 2018 年には 1.40％と低水準にとどまっていた。しかし、過去 2 年間で急上昇しているこ
とから明らかなように、現在では電動化に向けて順調な上向き傾向を示している。2022 年における ZEV 販売台数の割合は 10.32％に達し
ており、同社はこの勢いを保つ必要がある。

BMW は炭素削減と自社事業所における再生可能エネルギーの採用について、しかるべき目標を公表している。また、さまざまなプラット
フォームにおける炭素排出量および削減目標の開示についても、比較的高水準の透明性を示している。鉄鋼の脱炭素化に対する同社のコミッ
トメントは、この課題への十分な対応に出遅れている多くの企業とは一線を画しており、同社は二次鉄鋼の使用拡大に向けた目標を設定して
いる点で際立っている。材料の使用量削減および利用効率についての同社の目標も同様に妥当ではあるが、原材料の消費量削減についても具
体的な目標を設定するかは十分に説明がなされていない。 

BMW はすべての採点基準で一貫して好実績を収め、本ランキングガイドでは第 2 位を獲得した。同社の実績は、主力市場における ZEV 販
売台数拡大に向けた実証可能な取り組みと、電動化および脱炭素化目標、そして本ガイドの評価対象となっている要因全体に対するコミット
メントとを組み合わせることで、サステナビリティに対して包括的に取り組んでいることを示している。BMW が後れを取っている領域のひ
とつは、ICEの段階的廃止計画である。同社は ZEV 販売割合 100％化に向けた明確なスケジュールを確約すべきである。

ICE の段階的廃止 項目別特点

BMWの総販売台数に占める ZEV の割合は、2022 年においては 10.32％、2018 ～ 2022 年におい
ては 4.11％であった。同社の ZEV 販売実績は 2020 年以前には低調だったものの、2021 年と 2022
年には ZEV 総販売台数が前年比でそれぞれ 3.15 倍と1.88 倍に増加している。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 8.60

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 2.80

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

0

ICE 車ホールドアウト市場における BMWの ZEV 販売台数は、他社よりも比較的多かった。同社の
ZEV 販売台数の過半数は欧州、約 3 分の 1 は中国における販売が占めるが、過去 3 年間で米国と韓国
における販売台数は 1,000台を超え、トルコ、カナダ、日本およびメキシコでも多少の販売実績がある。

ICEホールドアウト 
市場における集中度 2.31
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ICE の段階的廃止

BMW は同社の販売台数全体に占める ZEV の割合を 2030 年までに 50％とすることを確約しており、
MINI とロールス・ロイスは 2030 年までに（ICE を含まない）完全電動化される見込みである 48。ま
た BMW は、同社の販売台数全体に占める ZEV の割合が 2025 年までに 4 分の 1、2026 年までに 3
分の1になると予想している78。同社の目標は、その達成期限の早さで群を抜いており、同等のメーカー
が 2035 年以後に期限を設定しているのとは対照的である。BMW は ICE 車の段階的完全廃止は確約
しておらず、同社の現在の目標からは長期的な意欲は見て取れない 65。 

ICEの段階的廃止計画 8.80

BMW は、公共充電ネットワークである ChargeNow（チャージナウ）と IONITY（アイオニティ）に
参加している。これらのネットワークは、不明瞭なオフセット方式と小規模な直接購入とを主に併用
して、再生可能エネルギーによる充電スタンドを欧州全域で運営している 79,80。

再生可能エネルギーに
よる充電 2.50

サプライチェーンの脱炭素化

スコープ1とスコープ2	

BMWは、スコープ 1 およびスコープ 2 における自動車 1 台生産当たりの炭素排出量を、基本年であ
る 2019 年比で 2030 年までに 80％削減することを確約している。同社は 2020 年 7 月以降、外部電
力を100％再生可能エネルギーで賄っている65。 

再エネ コミットメント 3

炭素削減目標 1

スコープ3 購入した製品・サービス

BMW は公式の報告書と CDP（旧称：カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）データベース
で、スコープ 3 の購入した製品・サービスからの排出量データを開示している。同社はサプライチェー
ン（スコープ 3 の上流部門）における自動車 1 台当たりの平均炭素排出量を 2019 年のベースライン
比で 2030年までに 20％以上削減することを目指している 65。

開示と目標 4

BMWは、鉄鋼をはじめとするエネルギー集約型原材料を部門横断的に脱炭素化することの重要性を
強調している。同社は 2026年までに、CO2 排出量を削減した鉄鋼の使用量を 3 分の1 以上に拡大す
る予定である 81。同社はボストン・メタル 82、H2 グリーンスチール 83、ザルツギッター AG84 などと
パートナーシップを結び、低カーボン鋼さらにはゼロカーボン鋼への投資を行っている。さらに同社
は、これらのパートナーシップが欧州工場における鉄鋼需要の 40％以上を満たす低カーボン鋼の生
産に寄与し、年間で最大 40万トンの CO2 排出量削減につながる可能性があると主張している 85。し
かし BMW は、鉄鋼の脱炭素化については明確な目標を設定していない。また、使用する材料全体の
48.7％を鋼と鉄が占めることは開示しているが、具体的な使用量については開示していない。BMW
グループは、二次鉄鋼の割合を徐々に増やし、2030 年までに最大 50％とする計画である 83。

鉄鋼の脱炭素化 6

BMW の 2022 年における総販売台数に占める SUV の割合は、およそ 46％である。この割合は過去
5 年間で増加の一途をたどっている。 SUV割合 -1

資源の節約と効率化

BMW は全体的な原材料の使用量削減に関して、具体的な目標を設定していない。 原材料の削減目標 0.0

BMW 車は現在、最大 30％がリサイクル材および再利用材から構成されている。BMW はこの割合を
「Secondary First（再生資源第一）」アプローチを通じて 50％まで拡大することを計画している 86。
この 50％目標に期限は設定されていない。

再生資源使用率 2.0

BMW グループ UK（BMW Group UK）は、モバイル電源装置に再利用可能な使用済みバッテリーモ
ジュールをオフ・グリッド・エナジーに供給すると発表している 87。

EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 0.5

減点

LobbyMap による BMWの評価は D+である 88。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 -0.5
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総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

12.5 13.5 -1.0 0.0 -0.0

2022年のZEV販売台数の割合：11.52%

総合プロフィール 

長安はランキングの下位に位置している。ICE の段階的廃止に関する長安の実績は低調であり、販売実績を牽引しているのは依然として ICE
車だが、ZEV 販売台数の割合は直近 2 年間で増加している。これは、電動化が順調に進んでいることを示すものであり、同社はこの傾向を
維持すべきである。同社は 2045 年までのカーボンニュートラル達成を目指している。これは第一歩としては申し分のない目標だが、緊張感
のないスケジュールからは意欲がうかがえず、達成目標年は前倒しの必要がある。

長安は、再生可能エネルギーの採用、スコープ 3 の脱炭素化、鉄鋼の脱炭素化、および材料消費量の削減については目標やゴールを設定して
いない。また、排出量と炭素削減目標のいずれも開示していない。気候政策に対する同社の関与については、データ不足により評価対象外と
なっている。

長安のサステナビリティへの取り組みは不十分である。同社はサプライチェーンおよび購入した製品の脱炭素化に取り組むとともに、ICE の
段階的完全廃止に向けたより意欲的なロードマップを明確に示す必要がある。

企業概要：長安 
2022年の市場シェア：2.24%

ICE の段階的廃止 項目別特点

長安の 2022 年における ZEV 販売台数は 20 万 4,750 台であった。2022 年における ZEV 販売台数
の割合は 11.52％と、2021 年の 6.13％からほぼ倍増している。過去 5 年間における ZEV 販売台
数の割合は 5.80％となった。長安は電動化への移行には出遅れたが、2020 年から順調なペースで
ZEV 販売台数を増加させている。CAGR は 40.85％と基準を下回っているため、同社は現在の勢い
を保ち、ZEV 販売台数をさらに増加させる必要がある。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 9.60

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 3.94

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

0

ICE 車ホールドアウト地域における長安の ZEV 販売台数はごくわずかである。 ICEホールドアウト 
市場における集中度 0

長安は、2045年までのカーボンニュートラル達成を誓約している。しかし、ICE 車の段階的廃止に
向けた計画は発表していないため、得点はゼロとなった 89。

ICEの段階的廃止
計画 0

長安は、再生可能エネルギーによる充電のオプションを提供していない。 再生可能エネルギー
による充電 0
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サプライチェーンの脱炭素化

スコープ1とスコープ2	

長安は、再生可能エネルギー目標に関する情報を開示していない。炭素削減目標については、2030
年までに 2020 年比で 30％の炭素削減を達成することを確約している 90。

再エネ コミットメント 0

炭素削減目標 0

スコープ3 購入した製品・サービス

長安は、この採点基準に関する情報を公表していない。 開示と目標 0

長安は、この採点基準に関する情報を公表していない。 鉄鋼の脱炭素化 0

長安の2022年における総販売台数に占めるSUVの割合は49％と、15 社中 3 番目の高水準となった。 SUV割合 -1

資源の節約と効率化 

長安は、この採点基準に関する情報を公表していない。 原材料の削減目標 0

長安は、この採点基準に関する情報を公表していない。 再生資源使用率 0

長安は、この採点基準に関する情報を公表していない。 EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 0

減点

気候政策に対する長安の関与についてはデータが存在しない。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 N/A
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総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

28.9 18.9 10.0 0.5 -0.5

2022年のZEV販売台数の割合：2.74%

総合プロフィール 

ICE 車の段階的廃止に関するフォードの実績は振るわない。同社の 2022年における ZEV 生産台数は 10 万台を上回ったが、ZEV 販売台数の
割合は 3％未満にとどまっている。同社は EV 技術をいち早く採用したにもかかわらず、過去 5 年間における ZEV 販売台数の割合は 1％に満
たない。同社が CAGR で高得点を得たのは、2018 年と 2019 年の販売実績があまりに低調だったからであり、大量の ZEV を販売すること
によって高成長を達成したわけではない。同社は COP26 宣言の署名企業であり、ICE 車の段階的廃止について妥当なコミットメントを設定
している。

フォードはスコープ 1 およびスコープ 2 について、自動車業界に対する期待に沿った妥当な脱炭素化目標を設定している。スコープ 3 の購入
した製品・サービスについては、排出量を CDP に開示しているが、明確な炭素削減目標は開示していない。また同社は、鉄鋼の脱炭素化に
対するコミットメント全体によってこの採点基準で高得点を得た企業の 1 社であり、二次鉄鋼の利用拡大に向けた目標を設定している点で他
社とは一線を画している。材料の使用量削減および利用効率に関する同社の目標は、再生資源については十分なレベルにあるが、原材料の消
費量については明確な数値目標の採用が待たれる。同社はさらに、気候政策に関与していないことを理由に 0.5 点の減点を喫している。

サプライチェーンの脱炭素化の領域におけるフォードの実績は、全体的に見て一貫性に欠け、改善の余地がある。同社は ZEV 販売台数を至急
増加させる必要がある。

ICE の段階的廃止 項目別特点

フォードの ZEV 販売台数は過去 5 年間で急増し、2018 年のわずか 711 台から、2022年には10万
2,666 台まで伸びた。2022 年における ZEV の総販売台数は、2021 年比でほぼ倍増している。5 年
間の CAGR は 282.76％と、昨年の 161.63％から上昇し、本ガイドの評価対象企業中で最高値を記
録した。同社の 2022 年における ZEV 総販売台数と CAGRの実績からは順調さがうかがえるものの、
ZEV 販売台数の割合はわずか 2.74％にとどまっている。2021年の 1.40％からは増加したが、依然
として著しい低水準にあり、改善の必要がある。

ZEV販売台数の割合
（2022年）

2.28

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年）

0.48

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

3

このカテゴリーにおいてフォードは比較的低い得点を記録した。同社の ZEV 販売台数は、米国とカナ
ダにおいては比較的多いものの、それ以外の ICE 車ホールドアウト市場においては同等のメーカーに
比べて低調である。

ICEホールドアウト 
市場における集中度 0.77

フォードは COP26 宣言の署名企業であり、ICE 車の段階的完全廃止を欧州、米国および中国におい
て 2035 年までに、世界全体で 2040 年までに達成することを誓約している 91。同社は自動車業界屈
指の意欲的なメーカーである。 

ICEの段階的廃止
計画 10.76

フォードは、再生可能エネルギーによる充電スタンドを欧州全域で運営する合弁事業の IONITY に参
加している 79。また、カリフォルニア州において自宅充電のオプションも提供している 92。 

再生可能エネルギー
による充電 1.60

企業概要：フォード  
2022年の市場シェア：4.72%
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付録 自動車環境ガイド 2023

サプライチェーンの脱炭素化

スコープ1とスコープ2	

フォードは 2035 年までに、スコープ 1 およびスコープ 2 の温室効果ガス（GHG）排出量の絶対値を
基本年である 2017 年比で 76％削減することを誓約している。さらに、2035 年までに再生可能エネ
ルギーを 100％使用することも確約している 93。 

再エネ コミットメント 3

炭素削減目標 1

スコープ3 購入した製品・サービス

フォードは公式の報告書と CDPデータベースで、スコープ3 の購入した製品・サービスからの排出
量データを開示している 91。また、サプライチェーンの排出量も対象として 2050 年までにカーボン
ニュートラルを達成するとの目標を設定しているが、スコープ 3 の購入した製品・サービスについて
の具体的なロードマップを示さなければ、十分に意欲的であるとは言えない 91。

開示と目標 1

フォードは 2022 年、ファースト・ムーバーズ・コアリションに加入し、カーボンニュートラル鋼の
調達割合を 2030 年までに 10％以上に拡大することを誓約している 42。さらに、100％屑鉄を原料と
して生産される粗鋼 1トン当たりの排出量を 0.1トン未満に抑えるという同コアリションの共同目標
に沿って、二次鉄鋼の使用量を増やす見込みである 94。同社は欧州における低カーボン鋼の供給に関
する契約を、タタ・スチール・ネザーランド、ザルツギッター・フラッハシュタールおよびティッセン
クルップ・スチール・ヨーロッパとの間で結んでいる 95, 96, 97。

鉄鋼の脱炭素化 6

フォードの 2022 年における総販売台数に占めるSUVの割合は 39％であり、この割合は過去 5 年間
で増加の一途をたどっている。 SUV割合 -1

資源の節約と効率化

フォードは、原材料の全体的な消費量の削減に向けた具体的な目標は設定していない。それとは別に、
デューデリジェンス・プログラムを利用してサプライチェーン全体で責任ある原材料調達を行うこと
の重要性を強調している 91。 

原材料の削減目標 0

フォードは、アルミのリサイクル計画を盛り込んだ公式の報告書を発表している。ただし、この計画
はあまりに大まかで不明瞭であるため、再生資源使用率 100％に向けた具体的な目標とみなすことは
できない 91。

再生資源使用率 0

フォードは米国エネルギー省の助成金を申請するためのサポートレターを発行することで、電池リサ
イクル会社を支援している 91。また、電池のライフサイクルを追跡し、寿命の尽きた電池のリサイク
ルに役立てることを目的とした「電池パスポート」のパイロットを実施するために、エバーレッジャー
とパートナーシップを結んでいる98。さらに、国内バッテリー戦略にバッテリーのリサイクリングを
組み込むことを目指して、電池材料企業のレッドウッド・マテリアルズと提携している 99。しかし同
社は、電池の再利用とリサイクルに関連した重要な投資や能力は開示していない。

EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 0.5

減点

LobbyMap によるフォードの評価は C である 100。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 -0.5
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総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

27.6 16.1 12.0 0.5 -1.0

2022年のZEV販売台数の割合：1.90%

総合プロフィール 

ゼネラルモーターズの ICE 車の段階的廃止に関する実績は、全体的に基準を下回っている。同社の 2022 年における ZEV 販売台数の割合は
わずか 1.90％で v、過去 5 年間における ZEV 販売台数の割合はさらに小さく、1％に届いていない。これは、ICE 車からの移行に対する実証
可能なコミットメントが欠けていることを浮き彫りにするものである。ZEV 販売台数の絶対値についても、同社は 2022 年に莫大な数の自動
車を生産したにもかかわらず、同等のメーカーの中では最低水準にとどまった。同社は COP26 宣言の署名企業であり、ICE 車の段階的廃止
について妥当なコミットメントを設定している。

とはいえゼネラルモーターズは、ZEV 販売台数については意欲がうかがえず改善の余地があるものの、再生可能エネルギーの利用、炭素排
出量、鉄鋼の脱炭素化を重視する強力なサステナビリティポートフォリオを有しており、それらの取り組みのほとんどについて定量化可能な
将来のマイルストーンを設定している。また、二次鉄鋼の使用拡大に向けた目標を設定している点で際立っている。スコープ 1、スコープ 2、
スコープ 3 の開示と目標については全体的にまずまずの実績を収めており、同社の排出量削減計画の透明性は十分な水準に達している。材料
の使用量削減および利用効率の現状と目標に関する同社の開示は不十分であり、気候政策への関与も不足している。

ゼネラルモーターズのコミットメントと目標は、第一歩としては申し分のないものである。しかし、同社が自動車業界にプラスの影響を及ぼ
すためには、ZEV の販売実績をそれに見合った水準に引き上げる必要がある。

ICE の段階的廃止 項目別特点

このカテゴリーにおけるゼネラルモーターズ（GM）の得点は、昨年比で著しく減少した。これは主
に、上汽 GM 五菱の合弁事業による自動車販売台数の割り当て先を、GM から SAIC へと変更したこ
とによるものである。このブランド区分更新により、2022 年における GM の ZEV 販売台数の割合は
1.90％（8 万 3,904 台相当）となった。CAGR は 42.10％と緩やかである。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 1.58

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 0.58

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

0

ゼネラルモーターズの 2022 年における ICE 車ホールドアウト地域での総 ZEV 販売台数の大部分は、
米国での販売によるものである。カナダと韓国も同社にとって重要な ZEV 市場である。

ICEホールドアウト 
市場における集中度 1.15

ゼネラルモーターズは ZEV に関する COP26 宣言の署名企業であり、ICE 車の段階的完全廃止を欧
州、米国および中国において 2035 年までに、世界全体で 2040 年までに達成することを誓約してい
る 101。また、自社工場の ZEV 生産能力を拡大することも計画している。同社は 2025 年までに北米
で 100万台、世界全体で少なくとも 200万台の ZEV を販売するとの目標を 2022 年に設定した102。 
現在の ZEV 販売台数の少なさを踏まえると、これは意欲的な目標である。したがって、この目標を達
成するには的を絞った取り組みを明確化し、実施する必要がある。

ICEの段階的廃止
計画

10.76

ゼネラルモーターズ車のオーナーは、公共充電ネットワークの EVGo を米国 30州で利用できる 103。 
再生可能エネルギーは、再生可能エネルギー証書（REC）を利用して提供されている。

再生可能エネルギー
による充電 

2.00

企業概要：ゼネラルモーターズ 
2022年の市場シェア：5.57%

v  五菱ブランド車の販売台数は、昨年の報告書ではゼネラルモーターズ（GM）の販売台数に含まれていたが、今年はSAICの販売台数に含まれている。そのため、昨年の
報告書におけるGMのZEV販売台数の割合は8.18％であった。
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付録 自動車環境ガイド 2023

サプライチェーンの脱炭素化 

スコープ1とスコープ2	

ゼネラルモーターズは、2025 年までに米国における事業所に必要な電力を 100％再生可能電力に切
り替えるというコミットメントと、2035 年までに世界の全事業所の電力を賄うために必要な「再生
可能電力を十分に確保する」という目標を発表している103。この世界的目標は、進歩としては歓迎
すべきものである。しかし、再生可能電力の十分な供給を確保するために講じる具体的な方策につい
ては、情報が公表されていない。同社はさらに、2035 年までに炭素排出量を 2018 年の基本年から
72％削減するというスコープ 1 とスコープ 2 の目標に取り組んでいる 101。

再エネ コミットメント 3

炭素削減目標 1

スコープ3 購入した製品・サービス

ゼネラルモーターズは公式の報告書で、スコープ3の購入した製品・サービスからの排出量データを開
示している54。また同社は、炭素集約型産業のサプライヤーに原材料とその物流について2038年まで
にカーボンニュートラルを実現させることを目的とした、スコープ3の購入した製品・サービスの脱
炭素化目標も設定している101。ただし、この目標には明確なロードマップが欠けている。

開示と目標 3

ゼネラルモーターズはファースト・ムーバーズ・コアリションの加盟企業である42。同社は加盟企業
として、100％屑鉄を原料として生産される粗鋼1トン当たりの排出量を0.1トン未満に抑えるという
同コアリションの共同目標に沿って、二次鉄鋼の使用量を増やすことを期待されている92。同社はま
た、米国、カナダおよびメキシコの工場向けに直接購入する粗鋼の10％以上を2030年までにほぼゼ
ロエミッション化する予定であることも発表している。ただしこれは、当該の粗鋼の価格が現行価格
を20％以上上回らない場合に限るという条件付きである101。ゼネラルモーターズは2023年、低カー
ボン鋼の生産についてアルセロールミタルとの提携を開始した104。

鉄鋼の脱炭素化 6

GMの2022年における総販売台数に占めるSUVの割合は40％であり、この割合は過去5年間で増加
の一途をたどっている。 SUV割合 -1

資源の節約と効率化 

ゼネラルモーターズは全体的な原材料の使用量削減に関して、具体的な目標を設定していない。 原材料の削減目標 0

ゼネラルモーターズは再生資源利用率の引き上げについて、数値目標を設定していない。 再生資源使用率 0

ゼネラルモーターズの公式報告書によると、同社はリチウムイオン電池のリサイクリングを進める
ために、米国エネルギー省（DOE）傘下の連邦先進電池コンソーシアム（Federal Consortium for 
Advanced Batteries）との協力を含む、複数のリサイクルに関する取り組みを実施している 101。さ
らに、同社が回収したバッテリーは 100％リサイクルまたは再利用するなど、責任あるバッテリーリ
サイクルを検討している 101。こうした取り組みにもかかわらず、数値目標はいっさい掲げられていな
い。

EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 0.5

減点

LobbyMap によるゼネラルモーターズの評価は C である105。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 -0.5

ゼネラルモーターズは米国連邦の燃費基準を満たさなかったとして1億 2,820 万ドルの罰金を科され
た 77。 環境法令違反 -0.5
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総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

10.8 11.8 -1.0 0.0 -0.0

2022年のZEV販売台数の割合：9.02%

総合プロフィール 

長城はランキングの下位に位置している。ICE の段階的廃止に関する同社の実績は低調であり、販売実績の大半を牽引しているのは依然と
して ICE 車だが、ZEV 販売台数の割合は同等のメーカーに対して比較的高い水準にある。ZEV 販売台数の割合は年々増加し、過去 5 年間で
0.5％未満から約 10％まで拡大している。これは順調な傾向ではあるが、さらなる大幅な伸びが求められる。同社は 2045 年までのカーボ
ンニュートラル達成を目指している。これは第一歩としては申し分のない目標だが、緊張感のないスケジュールからは意欲がうかがえず、
達成目標年は前倒しの必要がある。

長城は、再生可能エネルギーの採用、スコープ 3 の脱炭素化、鉄鋼の脱炭素化、および材料消費量の削減については目標やゴールを設定して
いない。また、排出量と炭素削減目標のいずれも開示していない。同社について特筆すべきは、SUV 販売台数の割合が 72％と大きい点であ
り、これは自動車メーカー全 15 社中で最大となる。気候政策に対する同社の関与については、データ不足により評価対象外となっている。

長城のサステナビリティへの取り組みは不十分である。同社はサプライチェーンおよび購入した製品の脱炭素化に取り組むとともに、ICE の
段階的完全廃止に向けたより意欲的なロードマップを明確に示す必要がある。 

ICE の段階的廃止 項目別特点

長城の 2022 年における ZEV 販売台数は 10 万 8,040 台で、同社の総販売台数の 9.02％を占めた。
それとは対照的に、2018 年における ZEV 販売台数はわずか 5,245 台で、総販売台数に占める割合
は 0.49％であった。同社の ZEV 販売台数は過去 5 年間で大幅に増加している。CAGR は 107.24％で、
これは同社の電動化の実績を反映するものである。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 7.52

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 3.95

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

0

長城の ZEV 販売台数は、その大半が中国での販売によるものである。同社はタイでもわずかに販売実
績がある。

ICEホールドアウト 
市場における集中度 0.38

長城は ICE 段階的廃止計画を策定していない。 ICEの段階的廃止
計画 0

長城は、再生可能エネルギーによる充電のオプションを提供していない。 再生可能エネルギー
による充電 0

企業概要：長城  
2022年の市場シェア：1.51%
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付録 自動車環境ガイド 2023

サプライチェーンの脱炭素化 

スコープ1とスコープ2	

長城は、再生可能エネルギー目標に関する情報は開示していないものの、自社の総エネルギー消費量
に占める再生可能エネルギーの割合が 6.09％であることを明らかにしている 106。炭素削減目標につ
いては、2045 年までの完全カーボンニュートラル化を宣言しているが、その実現に向けた具体的な
計画は示していない106。

再エネ コミットメント 0

炭素削減目標 0

スコープ3 購入した製品・サービス

長城は、この採点基準に関する情報を公表していない。 開示と目標 0

長城は、鉄鋼の脱炭素化目標と二次鉄鋼の使用計画のいずれに関する情報も公表していない。同社は
低カーボン鋼の供給について、河北鋼鉄集団とパートナーシップを結んでいる107。ただし、調達量や
供給スケジュールといった具体的な情報は開示していない。

鉄鋼の脱炭素化 1

長城の総販売台数に占めるSUVの割合は、15社中で最大の72％となっている。同社はSUV販売台数
の割合が大きいことを理由に、2点の減点を喫している。 SUV割合 -2

資源の節約と効率化 

長城は全体的な原材料の使用量削減に関して、具体的な目標を設定していない。 原材料の削減目標 0

長城は再生資源の使用率を引き上げるための具体的な目標値を設定していない。 再生資源使用率 0

長城は、この採点基準に関する情報を公表していない。 EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 0

減点

気候政策に対する長城の関与については、LobbyMap上にデータが存在しない。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 N/A
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総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

14.7 13.7 1.0 0.5 -0.5

2022年のZEV販売台数の割合：0.67%

総合プロフィール 

ホンダの ICE 車の段階的廃止に関する実績は、全体的に平均を下回っている。しかし同社は、日本の大手自動車メーカーとしては唯一、ICE
の段階的完全廃止計画を発表している。ICE 車の段階的廃止に対するコミットメントとは対照的に、同社の総販売台数に占める ZEV の割合は
2022 年末時点でいまだ 1％に達していない。とはいえ同社は CAGR が高く、ZEV 販売台数の割合を全市場で 100％化することを目標とす
る包括的な ICE 段階的廃止計画を掲げている点では評価に値する。しかし、2040 年までの達成を目指すという点では意欲に欠け、目標年の
前倒しが必要とされる。

ホンダのサプライチェーンの脱炭素化に関する目標は不十分である。同社はスコープ 1、スコープ 2、スコープ 3 カテゴリー 1 のいずれにつ
いても、妥当な炭素削減目標を設定していない。鉄鋼の脱炭素化目標も同様に未設定ではあるが、低カーボン鋼の調達に関する POSCO との
パートナーシップを発表している。また、ZEV 用電池のさまざまな再利用・リサイクル活動に参加してはいるものの、材料の使用量削減およ
び利用効率についても意欲的な目標は設定していない。同社はさらに、気候政策に関与していないことを理由に 0.5 点の減点を喫している。

ホンダは ZEV 販売台数を緊急に増加させるとともに、サプライチェーンの炭素削減について妥当な目標を設定する必要がある。

ICE の段階的廃止 項目別特点

ホンダの ZEV 販売台数の割合は 2022 年が 0.67％、過去 5 年間では 0.23％であった。2022 年にお
ける ZEV 販売台数は 2 万 5,416 台で、同社の ZEV 販売実績は低調である。CAGR は 117.55％と高
水準であるが、これは電動化への移行が遅かったことに起因する。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 0.56

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 0.16

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

2.50

ホンダの ZEV 販売実績のほとんどは中国と欧州におけるものである。日本でもわずかに販売実績が
あるが、ICE 車ホールドアウト市場における同社の存在感は強いとは言えない。

ICEホールドアウト 
市場における集中度 0.38

ホンダは 2040 年までに ZEV 販売台数の割合を世界全体で 100％化することを目指している。ただ
し中国に関しては、ICE の段階的完全廃止の目標年を 2035 年に設定している 108。

ICEの段階的廃止
計画 8.84

ホンダが英国で提供している自宅充電網の e：PROGRESS は、REC を利用している109。 再生可能エネルギー
による充電 1.25

企業概要：ホンダ 
2022年の市場シェア：4.78%
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付録 自動車環境ガイド 2023

サプライチェーンの脱炭素化

スコープ1とスコープ2	

ホンダは自社のすべての製品と企業活動について、2050年までに排出量ネットゼロを達成するという
最終目標と、2030年までにCO2排出量を2019会計年比で46％削減するという中間目標を設定してい
る108。同社は2022会計年において、事業所で使用した電力の1,498ギガワットアワー（GWh）分を
再生可能エネルギーで賄っており、北米限定で自社工場の電力源を2030年までに100％再生可能エネ
ルギー化することを発表している108, 110。

再エネ コミットメント 0

炭素削減目標 0

スコープ3 購入した製品・サービス

ホンダはCDPデータベースを通じて、スコープ3の購入した製品・サービスからの排出量を公表して
いる。しかし、スコープ3の購入した製品・サービスに関する目標は設定していない。 開示と目標 1

ホンダは鉄鋼の脱炭素化について具体的な目標を設定していない。炭素排出量の削減につながる鋼板を
生産するために、POSCOとパートナーシップを結んだことは発表している111。二次鉄鋼の使用に関する目
標は設定していない。

鉄鋼の脱炭素化 1

ホンダの2022年における総販売台数に占めるSUVの割合は42％であった。同社は販売台数全体の40％
超をSUVが占める自動車メーカー全6社中の1社である。 SUV割合 -1

資源の節約と効率化 

ホンダは全体的な原材料の使用量削減に関して、具体的な目標を設定していない。 原材料の削減目標 0

ホンダは再生資源の使用率を引き上げるための具体的な目標値を設定していない。 再生資源使用率 0

ホンダは欧州において、ハイブリッド車とEVの電池を回収して蓄電用に再利用するかリサイクル
することを目的として、ソシエテ・ヌーベル・ダフィナージュ・デ・メトー（Société Nouvelle 
d’Affinage des Métaux）と提携している112。

EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 0.5

減点

LobbyMapによるホンダの評価は D+である113。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 -0.5
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総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

20.5 17.5 3.0 0.5 -0.5

2022年のZEV販売台数の割合：5.58%

総合プロフィール 

ヒョンデ・起亜の電動化は着実に進んでいるものの、そのペースは自動車業界に期待される水準を大きく下回り、過去 5 年間における ZEV
販売台数の増加率は年間 1 ～ 2 ポイントにとどまっている。同社は電動化のペースを加速させることで、ICE 車の段階的廃止に関する実績を
改善する必要がある。ICE 車の段階的廃止に関する同社の目標は不十分で意欲に欠け、排出ガスゼロ化に向けた計画の有無は依然として明ら
かになっていない。ICE 車の段階的廃止に関する同社の目標は主に主要市場を対象としたものであり、新興市場を対象にしたコミットメント
は見られない。同社は ZEV 販売台数割合 100％化に向けて、マイルストーンとスケジュールを明確化したロードマップを作成すべきである。

ヒョンデ・起亜のサプライチェーンおよび購入した製品・サービスに関する脱炭素化目標は精彩に欠け、大手自動車メーカーに期待される妥
当な水準には届いていない。同社はスコープ 1、スコープ 2、スコープ 3 の購入した製品・サービスについて 2045 年までのカーボンニュー
トラル達成を目指しているが、このスケジュールは意欲と切迫感に著しく欠けるものであり、前倒しの必要がある。鉄鋼の脱炭素化に関する
同社の実績は優秀とは言えない。また、SUV 販売台数の割合が過去 5 年間で上昇していることは深刻な懸念材料であり、速やかな方向転換が
求められる。材料の使用量削減および利用効率に関する同社の目標も同様に十分ではない。

ヒョンデ・起亜の実績は全体的に低調である。一部の ICE 車ホールドアウト地域における同社の ZEV 販売台数は一定の水準に達しているが、
同社のサステナビリティ方針は不十分で、気候非常事態に見合うような水準の意欲はうかがえないものとなっている。同社は電動化のペース
を急加速させ、SUV の生産を停止し、より意欲的なサステナビリティ方針を設定する必要がある。

ICE の段階的廃止 項目別特点

ヒョンデ・起亜の 2022 年における ZEV 販売台数は 35 万 7,186 台であった。同社の ZEV 販売台数
は過去 3 年で年間およそ 10 万台ずつ増加している。それにもかかわらず、2022 年における ZEV 販
売台数の割合は 5.58％と低調であり、ZEV 販売台数の成長率は上昇傾向にあるものの、急加速が求
められる水準にとどまっている。CAGR は 77.11％と緩やかである。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 4.65

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 1.72

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

1

ヒョンデ・起亜は 5 つの ICE 車ホールドアウト市場（オーストラリア、カナダ、インドネシア、韓国、
米国）において、比較的多数の ZEV 販売実績がある。これら 5 市場での ZEV 販売台数に助けられる
形で、同社はこの採点基準では他社に比べて高得点を収めている。

ICEホールドアウト 
市場における集中度 1.92

ヒョンデは、2030 年までに ICEの段階的廃止を欧州で 71％、米国で 53％、世界全体で 34％達成
することを誓約している。起亜は、2030 年までに ICEの段階的廃止を欧州で 74％、中国で 40％、
世界全体で 37％達成することを誓約している114。両者とも ICEの段階的完全廃止は計画していない。

ICEの段階的廃止
計画

6.20

ヒョンデ・起亜車のオーナーは、Charge myHyundai、Kia Charge、IONITY という 3 つの公共充
電サービスを利用できる 79,115,116。これらのサービスは欧州のみで運営されており、オフセット方
式と REC を利用している。

再生可能エネルギー
による充電 

2

企業概要：ヒョンデ・起亜 
2022年の市場シェア：8.06%
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付録 自動車環境ガイド 2023

サプライチェーンの脱炭素化

スコープ1とスコープ2	

ヒョンデは、自社事業所におけるスコープ1およびスコープ2のGHG排出量の絶対値を2030年までに
45％削減することを誓約し117、2040年までに75％削減することを目指している118。起亜は、2045
年までに97％の炭素を削減することを目標としている68。

ヒョンデは、2045年までに再生可能エネルギーへの完全移行を達成するという目標を設定してい
る。起亜は、再生可能エネルギーへの移行を2030年までに63％、2040年までに100％達成すること
を目指している。ヒョンデおよび起亜は、2045年までに完全カーボンニュートラル化を実現する計画
である68。この計画はバリューチェーン全体を対象としているが、目標としては意欲に欠け、称賛に値
するほどのものではない。

再エネ コミットメント 1

炭素削減目標 0

スコープ3 購入した製品・サービス

ヒョンデ・起亜はCDPのデータベースと両社の報告書で、スコープ3の購入した製品・サービスに関
する情報を公開している。ヒョンデは昨年の報告書において、排出量を2035年までに10％、2040年
までに65％削減するという、意欲に欠ける目標を公表したが、最新の公式の報告書では、これらの目
標を確約していない114。これは起亜についても同様である。起亜は主要な材料について、2030年まで
に50％の炭素削減を達成するとの目標を公表済みである。しかし、同社の最新の公式文書には、炭素
排出量10％削減というさらに意欲に欠ける目標と、2045年までにサプライチェーンの90％以上のカ
ーボンニュートラル化を目指す旨が記載されているのみである68。

開示と目標 2

ヒョンデ・起亜は鉄鋼の脱炭素化について具体的な目標を設定していない。ヒョンデと起亜は水素消
費の少ない鉄鋼の生産に向けてPOSCO Corpとパートナーシップを結んでいるが、具体的な計画（
例えば供給開始日や供給規模など）は最新の公式報告書には記載されていない119,120。ヒョンデ・起亜
は、二次鉄鋼の使用に関する目標は設定していない。

鉄鋼の脱炭素化 2

ヒョンデ・起亜の2022年における総販売台数に占めるSUVの割合は53％であり、過去5年間の販売
実績からはSUV販売台数の割合が著しく拡大していることが分かる。同社はSUV販売台数の割合が
大きいことを理由に、2点の減点を喫している。

SUV割合 -2

資源の節約と効率化 

ヒョンデ・起亜は全体的な原材料の使用量削減に関して、具体的な目標を設定していない。 原材料の削減目標 0

ヒョンデ・起亜は全体的な再生資源の使用率を引き上げるための具体的な目標値を設定していない。 再生資源使用率 0

ヒョンデは同社のウルサン工場において、使用済み電池を蓄電システム（ESS）に再利用するパイロ
ットプロジェクトを2018年から実施しており、その蓄電容量は2MWhとなっている121。起亜もESS
に関してアンコール（Encore）とパートナーシップを結んでいる。2023年4月時点で104個の電池
が、ESSの部品として再利用されるために納入済みである66。

EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 0.5

減点

LobbyMap による現代自動車グループの評価はD+である122。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 -0.5
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総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

41.1 25.6 13.0 3.0 -0.5

2022年のZEV販売台数の割合：7.25%

総合プロフィール 

メルセデス・ベンツの乗用車販売台数に占める ZEV の割合は、ドイツの同業他社とほぼ変わらないペースで増加しており、3 年連続で 2％超
の前年比成長率を達成している。同社の 2022 年における ZEV 販売台数の割合は 7.25％であったが、同社が ICE の段階的廃止について掲げ
ている 2035 年と 2040 年の目標を達成するには、その成長のペースを加速させる必要がある。

メルセデス・ベンツのスコープ 1、スコープ 2、スコープ 3 カテゴリー 1 に関する目標はいずれも妥当であり、自動車業界に対する期待にほ
ぼ沿っている。再生可能エネルギーの採用、炭素削減、および CDP に対する開示に関する同社の目標は、サプライチェーンの脱炭素化への
コミットメントとともにトップレベルにある。鉄鋼の脱炭素化に対する同社のコミットメントは傑出している。これは同社が、さまざまなパ
ートナーシップによって具体的な取り組みを示しているためである。材料の使用量削減および利用効率についての同社の目標も同様に妥当で
はあるが、原材料の消費量削減についても具体的な目標が設定されなければ、取り組みが十分であるとは言えない。

メルセデス・ベンツはすべての採点基準で一貫した実績を収め、本ランキングガイドでは初登場で第 1 位を獲得した。この結果は、同社が
ICE 車の段階的廃止に関する一連の妥当な計画と、脱炭素化に関する具体的な数値目標とを軸に、サステナビリティに対して優れた取り組み
を行っていることを示すものである。同社が自らのコミットメントを果たしていることも重要である。

ICE の段階的廃止 項目別特点

メルセデス・ベンツの 2022 年における総販売台数に占める ZEV の割合は 7.25％であった。過去 5
年間（2018～2022 年）における ZEV 販売台数の割合はそれよりも低く、2.79％となっている。同
社の 5 年間の CAGR は 85.98％と低調であるが、これは ZEV 販売の拡大に出遅れたことに起因する。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 6.04

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 1.90

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

2

オーストラリア、日本、韓国、トルコ、米国におけるメルセデス・ベンツの ZEV 販売台数は多いとは
言えない。

ICEホールドアウト 
市場における集中度 1.92

メルセデス・ベンツは COP26 宣言の署名企業であり、ICE 車の段階的完全廃止を欧州、米国およ
び中国において 2035 年までに、世界全体で 2040 年までに達成することを誓約している 123。同社
は自動車業界屈指の意欲的なメーカーである。

ICEの段階的廃止
計画

10.76

メルセデス・ベンツは、公共充電網である me Charge と IONITY に参加している。これらの充電
網は、不明瞭なオフセット方式と小規模な直接購入とを主に併用して、再生可能エネルギーによる
充電スタンドを欧州全域で運営している 79,124。

再生可能エネルギー
による充電 

3.0

企業概要：メルセデス・ベンツ 
2022年の市場シェア：2.62%
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付録 自動車環境ガイド 2023

サプライチェーンの脱炭素化

スコープ1とスコープ2	

メルセデス・ベンツは 2039 年までのカーボンニュートラル達成を目指している 63。同社のバランス
シートによると、同社が所有するすべての工場は 2022年から外部電力を 100％再生可能エネルギー
で賄っている vi。同社は 2030 年までに世界全体のメルセデス・ベンツの乗用車・商用車の工場で、
スコープ 1 とスコープ 2 の排出量を 2020年比で 50％削減することを目指している 125。

再エネ コミットメント 3

炭素削減目標 1

スコープ3 購入した製品・サービス

メルセデス・ベンツは公式の報告書とCDP データベースで、スコープ 3 の購入した製品・サービスか
らの排出量データを開示している。同社は 2020 年の排出量に基づき、2039 年までにカーボンニュー
トラル生産材料のみの調達を達成するという目標を設定している 63。

開示と目標 5

メルセデス・ベンツは同社のプレス工場において、欧州のサプライヤーから供給される低カーボン
鋼を年間 20 万トン以上使用することを目指している 126。同社は 2021 年に H2グリーンスチール
の株式を取得し、欧州工場で使用する約 5 万トンの低カーボン鋼の供給契約を締結している127。 
また、鉄鋼の生産によって生じる炭素排出量を削減するために、ザルツギッター・フラッハシュタ
ール GmbH およびスウェーデンの鉄鋼メーカー SSAB との提携も開始している 63。同社は二次鉄
鋼の使用に関する目標は設定していない。

鉄鋼の脱炭素化 5

メルセデス・ベンツの 2022年における総販売台数に占める SUVの割合は 40％であり、この割合
は過去 4 年間で徐々に増加している。 SUV割合 -1

資源の節約と効率化 

メルセデス・ベンツは資源消費量と生産台数拡大を切り離す計画に言及している 63。原材料の全体的
な使用量の削減に向けた具体的な目標は設定していない。 原材料の削減目標 0

メルセデス・ベンツは、自社の乗用車に使用する再生原材料の割合を 2030 年までに平均 40％まで
引き上げることを目指している 63。 再生資源使用率 2

メルセデス・ベンツは、大規模な定置型蓄電の総合的なビジネスモデルを有している。自動車用の
バックアップ電源として機能する蓄電システムは総容量 95MWh 以上を誇り、ドイツで稼動してい
る 128。また、同社がジンデルフィンゲンに構える工場「ファクトリー 56」の電力は、総容量 1,400
キロワットアワー（kWh）の定置型蓄電システムとソーラー発電によって賄われている129。

EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 1

減点

LobbyMap によるメルセデス・ベンツの評価は C- である130。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 -0.5

vi  メルセデス・ベンツは、2030年には自社の事業活動で消費する電力の70％を再生可能エネルギーで賄うというコミットメントを発表している。再生可能エネルギーへの移
行が直線的に進むと仮定すると、2030年に70％の目標が達成されれば、2035年までに100％再生可能エネルギー化が実現することになる。我々は同社のコミットメントが
再生可能エネルギーに関する採点基準を満たすものとみなしている。
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総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

10.8 7.8 1.0 3.5 -0.5

2022年のZEV販売台数の割合：2.98%

総合プロフィール 

日産の脱炭素化に関する取り組み実績は、多くの採点基準で芳しくない。同社の 2022 年総販売台数約 300 万台に対し、ZEV 販売台数は
87,609 台であった。世界有数の規模を誇る自動車メーカーとしてはこの少なさは顕著である。同社はリーフによって長年にわたり世界全体
の ZEV 販売を牽引してきたにもかかわらず、同社の CAGR は現在、ZEV 販売を手掛ける全自動車メーカー中で最低の 10.71％にとどまって
いる。同社は、2023 年 9 月に ZEV 開発計画を更新し、2030 年までに欧州市場での ZEV 販売台数を 100％にすると発表した。EV 需要の
高まりを受け、同社は EV モデル数を増やす予定、としている。

日産の新規資源の節約と効率化に関する目標は野心的であり、この項目で満点を獲得しのは同社のみである。しかし、サプライチェーンの脱
炭素化に関してはいずれの目標も十分とは言えず、例えば再生資源の活用については具体的な定量的目標などが出されていない。同社はさら
に、気候政策に関与していないことを理由に 0.5 点の減点を喫している。

ICE の段階的廃止 項目別特点

日産の過去 5 年間における ZEV 販売台数の割合は一貫して 1.79 ～ 2.98％の範囲にとどまりながら、
徐々に増加している。2022 年における ZEV 販売台数の割合は 2.98％、CAGR は 13.56％であった。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 2.49

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 1.31

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

0

日産の得点は、オーストラリア、カナダ、日本、米国における販売台数に起因するものである。 ICEホールドアウト 
市場における集中度 1.54

日産は ICE 車の段階的廃止に関する目標を設定していない。同社は米国における EV 販売台数の割
合を 40％とすることを目指している 131。また、2026 年の欧州、中国、日本における「電気自動車」
の販売台数の割合についても目標を設定している。ただし、「電気自動車」にはガソリンエンジン
とモーターを動力とする e-POWER 車が含まれる。

ICEの段階的廃止
計画 1.20

日産のゼロ・エミッションサポートプログラム 3（ZESP3）プロジェクトでは、日本国内全体で
7,900 台の急速充電器を通じて再生可能エネルギーによる充電を提供している。ただし、再生可能
エネルギー源は不明である132。

再生可能エネルギー
による充電 

1.25

企業概要：日産 
2022年の市場シェア：3.70%
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付録 自動車環境ガイド 2023

サプライチェーンの脱炭素化 

スコープ1とスコープ2	

日産は、企業活動によって生じる自動車 1 台当たりの CO2 排出量を、基本年である 2005年比で
2022 年までに 30％削減し、2050 年にカーボンニュートラルを達成することを確約している 131。ま
た、再生可能エネルギー目標は設定していないが、再生可能エネルギーの使用割合が 11.9％に達し
たことは開示している 131。同社の事業所の一部（グローバル本社、ブラジル本社）では現在、電力を
100％再生可能エネルギーによって賄っている 133。

再エネ コミットメント 0

炭素削減目標 0

スコープ3 購入した製品・サービス

日産は CDP データベースで、スコープ 3 の購入した製品・サービスからの排出量を開示している。
スコープ 3 の購入した製品・サービスに関する特定の削減目標は設定していない。 開示と目標 1

日産は鉄鋼の脱炭素化について具体的な目標を設定していない。低カーボン鋼の生産に向けて神戸
製鋼所とパートナーシップを結んではいるが、依然として高炉に依存している 134。二次鉄鋼の使
用に関する目標は設定していない。

鉄鋼の脱炭素化 1

日産の 2022年における総販売台数に占める SUV の割合は 37％であった。この割合は過去 5 年間、
同様の水準にとどまっており、他の自動車メーカーほどは増加しているわけではない。 SUV割合 -1

資源の節約と効率化 

日産はニッサン・グリーンプログラム 2022 の一環として、同社の自動車に使用される材料に占める
新たに採取した資源の割合を、2010 年のベースライン比で 2050 年までに 70％削減する目標を設定
している 131。同社は原材料の削減に関する目標を設定している唯一の自動車メーカーであるにもかか
わらず、目標発表後は進捗状況や最新情報をまったく報告していない。

原材料の削減目標 2

再生資源使用率に対する日産の対応には、個別計画と全体的計画が欠けている 131。 再生資源使用率 1

日産は 2010 年、EV 用電池の再利用およびリサイクルソリューション（例：リチウムイオン電池
を再利用する蓄電ソリューション、電池の再製品化）の開発を目指し、フォーアールエナジーを設
立した131。また、使用済みの電気自動車用電池をバックアップ発電機として使用する画期的な蓄電
システム「セカンド・ライフ（Second Life）」の立ち上げに向けて、エネルとパートナーシップを
結んでいる 135。英国における EV36Zero も、1MW の蓄電システムに EV 用電池を再利用すること
を目的とした取り組みである 136。

EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 0.5

減点

LobbyMap による日産の評価は C-である 137。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 -0.5
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総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

24.5 16.0 7.0 2.0 -0.5

2022年のZEV販売台数の割合：10.59%

総合プロフィール 

ルノーの脱炭素化に関する実績は、大手自動車メーカーの中では中程度となっている。同社について特筆すべきは、3 本の柱すべての実績が
振るわない点である。これを裏打ちするように、脱炭素化の重要な領域については十分な誓約がなされていない。同社の ZEV 販売台数の割
合は 10.59％と、改善の余地は大きいが、その一方で順調な増加傾向にあり、さらなる加速は求められるものの、電動化は着実に進んでいる。
同社は 2030 年までに ICE を段階的に完全廃止するという意欲的な目標を欧州限定で掲げているが、同社の主力市場の 1 つである中国につい
ても、同様の目標を設定する必要がある。

ルノーのスコープ 1 およびスコープ 2 に関する再生可能エネルギー目標と炭素削減目標は妥当であり、自動車業界に期待される最低限の水準
にほぼ沿っている。しかし、それ以外のコミットメントはきわめて不十分である。同社が鉄鋼消費のカーボンフットプリントを重視しておらず、
鉄鋼の脱炭素化についての得点がゼロである数少ない自動車メーカーの 1 社であることは注目に値する。同社は EV 用電池の再利用またはリ
サイクル能力構築に対する取り組みについては満点を獲得しているが、原材料と再生資源の使用量削減および利用効率に関する同社の目標は
不十分である。同社は気候政策に関与していないことを理由に 0.5 点の減点を喫している。

ルノーは世界全体での ICE の段階的完全廃止を緊急に確約し、サプライチェーンのさらなる脱炭素化に向けた方策を講じる必要がある。

ICE の段階的廃止 項目別特点

ルノーの 2022 年におけるZEV販売台数は 20 万 9,306 台で、同社の総販売台数の 10.59％を占めた。
同社の ZEV 販売台数の割合は過去 5 年間で拡大しており、2018 年の1.61％から出発して、2019 ～
2022 年には毎年 2 ポイント以上ずつ増加している。CAGR は 60.13％と低めであるが、これは電動
化への移行が早かったことに起因する。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 8.83

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 3.32

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

0

ルノーの ZEV 販売実績のほとんどは中国と欧州におけるものであり、韓国とトルコでの販売実績はご
くわずかにとどまっている。

ICEホールドアウト 
市場における集中度 0.77

ルノーは欧州で 2030年までに ICE 車を段階的に完全廃止することのみを確約している 62。 ICEの段階的廃止
計画

2.11

ルノーはオランダのユトレヒトとブラジルのフェルナンド・デ・ノローニャにおいて、再生可能エ
ネルギーによる小規模な充電オプションを、直接購入方式を通じて提供している 138,139。

再生可能エネルギー
による充電 

1

企業概要：ルノー 
2022年の市場シェア：2.49%
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付録 自動車環境ガイド 2023

サプライチェーンの脱炭素化

スコープ1とスコープ2	

ルノーは、自社事業所のGHG排出量を2019年のベースライン比で2030年までに50％削減すること
を確約している。また、全事業所において再生可能エネルギーへの移行を2030年までに70％達成す
るという目標を設定しているvii, 62。 

再エネ コミットメント 2

炭素削減目標 1

スコープ3 購入した製品・サービス

ルノーはサプライチェーン・パートナーに関する目標設定に加え、スコープ 3 の購入した製品・サー
ビスに関する情報とデータの開示で優れた実績を上げている。具体的には、同社は 2030 年までに部
品と材料のサプライチェーンで 30％の排出量を削減することを目指している 140。 

開示と目標 4

ルノーは、2030 年までに部品と材料のサプライチェーンで 30％の排出量を削減するという目標
が、鉄鋼の脱炭素化を考慮したものである旨を開示している 140。鉄鋼に限定した具体的な脱炭素
化目標は開示されていない。

鉄鋼の脱炭素化 1

ルノーの 2022 年における総販売台数に占める SUVの割合は 36％であった。同社は SUV 販売を
牽引するメーカーであるとは言えないものの、同社の SUV販売台数の割合は過去 3 年間で 29％か
ら 36％へと大幅に増加している。

SUV割合 -1

資源の節約と効率化 

ルノーは全体的な原材料の使用量削減に関して、具体的な目標を設定していない。 原材料の削減目標 0

ルノーは新型車のリサイクル材料使用率を 2030 年までに世界全体で 33％拡大するという目標を
設定している 62。 再生資源使用率 1

ルノーは、電気自動車の使用済み電池を活用する定置型蓄電システムの実現に向けて、アドバンスト
バッテリー・ストレージ（Advanced Battery Storage：先進電池貯蔵）プロジェクトを開始した。
このシステムは欧州の複数の拠点に導入され、その容量は 70MWh に達する予定である。同社はま
た、英国におけるスマートハブ（SmartHubs）プロジェクトにおいて、総容量 14.5MWh のリサイ
クル電池 1,000 個を活用している 141。

EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 1

減点

LobbyMap によるルノーの評価は D+である 142。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 -0.5

vii  ルノーは、2030年には自社の事業活動で消費する電力の70％を再生可能エネルギーで賄うというコミットメントを発表している。再生可能エネルギーへの移行が直線的に
進むと仮定すると、2030年に70％の目標が達成されれば、2035年までに100％再生可能エネルギー化が実現することになる。我々は同社のコミットメントが再生可能エ
ネルギーに関する採点基準を満たすものとみなしている。
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総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

35.3 36.8 -1.0 0.0 -0.5

2022年のZEV販売台数の割合：30.93%

総合プロフィール 

SAIC について特筆すべきは、ZEV 販売台数の割合と絶対値がいずれも群を抜いて大きい点である。この実績を裏打ちするように、同社の
過去 5 年間の ZEV 販売台数は大きく急増し、2018 年から 2021年にかけて毎年倍増以上の伸びを示している。SAIC は、2022 年における
ZEV 販売台数の割合が 30％という目標を上回る実績を上げた唯一の自動車メーカーであり、この採点基準で満点を獲得した。同社は、ICE
の部分的または完全な段階的廃止の達成に向けた計画については情報を公表しておらず、完全電動化を目指しているかどうかは依然として不
明である。また同社は、インド、インドネシア、タイという 3 つの新興 ZEV 市場でかなりの存在感を示している。 

その一方で SAIC は、スコープ 1 およびスコープ 2 の脱炭素化と、スコープ 3 の脱炭素化、鉄鋼の脱炭素化、および材料消費量の削減につい
ては目標やゴールを設定していない。また、排出量と炭素削減目標のいずれも開示していない。このように情報と透明性が欠けているため、
同社がサステナビリティ方針を開示していないのか、あるいは設定していないのかを評価することは困難である。また同社は、気候政策に関
与していないことを理由に 0.5 点の減点を喫している。

SAIC のサステナビリティへの取り組みは不十分である。同社はサプライチェーンおよび購入した製品の脱炭素化に取り組むとともに、ICE
の段階的完全廃止に向けた明確なロードマップを示す必要がある。

ICE の段階的廃止 項目別特点

SAIC の 2022 年における ZEV 販売台数の割合は、本ガイドの評価対象となった自動車メーカー中最
大の 30.93％で、前年（21.14％）から 50％近く、2 年前（10.00％）から 3 倍以上増加した。同社
の過去 5 年間における ZEV 販売台数の割合は 14.15％で、同じく本ガイドの評価対象メーカー中で
最大となっている。ZEV 販売台数の絶対値についても、同社の実績は本ガイドの評価対象メーカー中
で飛び抜けて大きく、90万 3,874 台であった。同社の CAGR は 95.87％で、期待される水準を満た
している。これは、同社が電動化を急速に進め、電動化に向けた取り組みを継続していることを示す
ものである。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 25.00

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 9.62

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

1

SAIC はインド、インドネシア、タイにおいて目立った ZEV 販売実績を持つ唯一の自動社メーカーで
ある。

ICEホールドアウト 
市場における集中度 1.15

SAIC は、この採点基準に関する情報を公表していない。 ICEの段階的廃止
計画

0

SAIC は、再生可能エネルギーによる充電のオプションを提供していない。 再生可能エネルギー
による充電 

0

企業概要：SAIC 
2022年の市場シェア：3.68%
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付録 自動車環境ガイド 2023

サプライチェーンの脱炭素化 

スコープ1とスコープ2	

SAIC は、再生可能エネルギー目標に関する情報を開示していない。 再エネ コミットメント 0

炭素削減目標 0

スコープ3 購入した製品・サービス

SAICは、この採点基準に関する情報を公表していない。 開示と目標 0

SAICは、この採点基準に関する情報を公表していない。 鉄鋼の脱炭素化 0

SAIC の 2022年における総販売台数に占める SUVの割合は 30％であった。 SUV割合 -1

資源の節約と効率化

SAIC は、この採点基準に関する情報を公表していない。 原材料の削減目標 0

SAIC は、この採点基準に関する情報を公表していない。 再生資源使用率 0

SAIC は、この採点基準に関する情報を公表していない。 EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 0

減点

LobbyMap による SAIC の評価は C である143。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 -0.5
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企業概要：ステランティス 
2022年の市場シェア：6.33%

総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

26.3 15.8 11.0 0.5 -1.0

2022年のZEV販売台数の割合：4.98%

総合プロフィール 

ICE の段階的廃止に関するステランティスの実績は低調である。2018 ～ 2022 年における同社の EV 販売台数は 52 万 6,016 台であり、数量
だけで見れば同社は最大規模の EVメーカーの 1 社として位置付けられる。だが、この地位は主に、同社の自動車全体の販売台数が多いこと
に起因するものである。ZEV 販売台数の割合で見れば、同社の実績は同等のメーカーに比べて見劣りし、2022年にはわずか 5％にとどまっ
ている。また、同グループの全ブランドを合わせた ZEV 販売台数の割合が 1％に達したのは、つい最近の 2020 年のことである。

ステランティスのスコープ1およびスコープ2に関する再生可能エネルギー目標と炭素削減目標は妥当であり、自動車業界に対する期待に沿っ
ている。しかし、それ以外のコミットメントはきわめて不十分である。ICE の段階的廃止に関する目標は欧州、米国および中国市場のみを対
象としたものであり、同社は ICE 車の段階的完全廃止に向けて、世界全体を対象とした包括的な計画を策定する必要がある。同様に、同社の
CDP に対する開示、鉄鋼の脱炭素化へのコミットメント、材料の使用量削減および利用効率に関する取り組みも、まったく不十分であるか、
意欲と明確な目標に欠けるものである。同社について特筆すべきは、鉄鋼消費量に占める二次鉄鋼の割合を 2025 年までに 25％とする目標
を掲げている点である 52。

全体としては、ステランティスの実績はすべての採点基準で平均を大きく下回っている。同社には ZEV 販売台数を増やすことと、サプライ
チェーンと ICE の段階的廃止の両方について明確な脱炭素化目標を設定することが緊急に求められる。

ICE の段階的廃止 項目別特点

ステランティスの ZEV 販売台数の割合は、2022 年が 4.98％、2018 ～ 2022 年の平均が 1.73％で
あった。5 年間の CAGR は 140.11％であり、これは EV 化が急速に進んでいることを示している。
ただし、同社が CAGR に関して高得点を獲得した背景には、電動化への移行が遅く、2018 年におけ
る ZEV 販売台数の割合はわずか 0.15％であったという事情があることを理解すべきである。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 4.15

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 1.17

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

3

この採点基準におけるステランティスの得点はきわめて低い。同社の EV 販売実績の圧倒的大部分は
欧州におけるものであり、日本と韓国での販売実績はごくわずかにとどまっている。

ICEホールドアウト 
市場における集中度 0.77

ステランティスは 2030 年までに、欧州において ICE 乗用車を段階的に 100％、米国において ICE
小型トラックを段階的に 50％廃止することを誓約している 144。また中国においては、2030 年ま
でに ICE 車を段階的に 60％廃止することを目指している。世界全体を対象とした目標は公式には
発表されていないが、欧州と米国以外における同社の存在感は同等のメーカーと比較すると薄めで
ある。

ICEの段階的廃止
計画 5.70

ステランティスは NHOA と共同で、1,200 基の充電スタンドを運営する公共充電網「アトランテ
（Atlante）」の開発を南欧において進めている。充電スタンドの数は 2030 年までに 3 万 5,000 カ
所に拡大される予定である 145。同社はまた、REC を利用した再生可能エネルギーによる充電のオ
プションを欧州において提供すべく、TheF チャージングとも提携している 146。

再生可能エネルギー
による充電 1
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サプライチェーンの脱炭素化 

スコープ1とスコープ2	

ステランティスは 2021年に発表した文書において、再生可能エネルギーの使用率を 2025年までに
50％、2030 年までに 100％へと拡大することを確約した 147。2025年の目標はすでに達成済みで、
2022 年における再生可能エネルギー使用率は 55％まで増加している。同社はスコープ 1 およびス
コープ 2 の GHG 排出量の絶対値を 2021 年のベースラインから 2030 年までに 75％削減し、最終的
には 2038 年までにネットゼロを達成することを誓約している 148。

再エネ コミットメント 3

炭素削減目標 
1

スコープ3 購入した製品・サービス

ステランティスはスコープ 3 の購入した製品・サービスからの排出量を公式の報告書で公表している。
また、2038 年までにサプライチェーン全体でカーボンニュートラルを達成するという目標を設定し
ている 144。

開示と目標 5

ステランティスが調達する鉄鋼に占める低カーボン鋼の割合は、現時点で 10％である。同社はこ
の割合を 2025 年までに 25％へと拡大することを目指している。同社が使用する鉄鋼に占める二
次鉄鋼の割合は、現時点で 30％である。同社は二次鉄鋼の使用に関する将来的な目標は開示して
いない。 

鉄鋼の脱炭素化 3

ステランティスの 2022年における総販売台数に占める SUV の割合は 36％であった。この割合は
過去 5 年間で増加の一途をたどっている。 SUV割合 -1

資源の節約と効率化 

ステランティスは全体的な原材料の使用量削減に関して、具体的な目標を設定していない。 原材料の削減目標 0

ステランティスは再生資源使用率を引き上げるための数値目標を設定していない。 再生資源使用率 0

ステランティスはリサイクル率として、欧州市場でリチウムイオン電池について 69.3％、ニッケ
ル水素電池について 83.8％とパートナーを通じて報告している 144。 

EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 0.5

減点

LobbyMap によるステランティスの評価は D+ である 149。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 -0.5

ステランティスは米国連邦の燃費基準を満たさなかったとして、過去最高額となる 2 億 3,550 万ド
ルの罰金を科された 150。 環境法令違反 -0.5
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企業概要：スズキ 
2022年の市場シェア：3.59%

総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

3.2 1.7 1.0 0.5 -0.0

2022年のZEV販売台数の割合：0%

総合プロフィール 

脱炭素化と電動化に関するスズキの実績はきわめて低調で、大手自動車メーカーのほとんどが気候非常事態を受けて ICE 車と排出ガスからの
脱却をペースの差はあれ進めている時代において、無きに等しい状況にある。これは、スズキの鈴木俊宏社長が 2017 年、同社最大の市場で
あるインドの電動化が急速に進む可能性について懸念を表明した事実とは相反するものである151。

スズキはサプライチェーンの脱炭素化と材料消費量の削減についても同様に、目標やゴールを設定していない。また、排出量と炭素削減目標
のいずれも開示していない。このように数値目標と透明性が欠けているため、同社が気候変動に関する方針を開示していないのか、あるいは
設定していないのかを評価することは困難である。

スズキは全般的に実績が低調であることから、ランキングの最下位に位置している。同社は目に見える ZEV 販売実績を現時点では有してい
ないが、今年になってようやく現状を改める旨を発表した。具体的には、2023 年に日本で軽自動車および小型の ZEV を発売し、2024 年に
は欧州とインドで ZEV の販売を開始する予定であることを今年 1 月に発表している 152。同社はサステナビリティに対する包括的な取り組み
ができておらず、サプライチェーンと購入した製品・サービスの脱炭素化に向けたロードマップも策定していない。

ICE の段階的廃止 項目別特点

スズキの ZEV 販売実績は無きに等しい。マークラインズのデータによれば過去 5 年間の ZEV 販売台
数はわずか524 台で、 2022年に至ってはゼロである。同社の 2017年における ZEV 販売台数は 7,600
台、総販売台数に占める ZEV の割合は 0.25％であったが、それ以来 ZEV 販売台数は急速に減少し、
ほぼゼロまで落ち込んだ。 

ZEV販売台数の割合
（2022年） 0

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 0

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

0

スズキは ICE 車ホールドアウト市場で ZEVを販売していない。 ICEホールドアウト 
市場における集中度 0

スズキは欧州において 2030年までに ICEを段階的に 80％廃止することを確約している。同社の
主力市場である日本とインドにおいては 2030 年までに、それぞれわずか 20％と15％の ICEを段
階的に廃止することを誓約している153。

ICEの段階的廃止
計画 1.69

スズキは、再生可能エネルギーによる充電のオプションを提供していない。スズキとパワーエックス 
は再生可能エネルギーによる充電のオプションを検討することに合意する覚書を締結している154。

再生可能エネルギー
による充電 0
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サプライチェーンの脱炭素化 

スコープ1とスコープ2	

スズキは、企業活動によって生じる炭素排出量を 2016 年のベースライン比で 2030 年までに 45％、
2050 年までに 80％削減することを誓約している。これらの目標は、気温上昇を 1.5℃に抑えるシナ
リオを実現するには不十分である。再生可能エネルギー目標については、公式の報告書には「再生可
能エネルギーの導入推進」という漠然とした記述しか見当たらず、明確な目標は示されていない 155。

再エネ コミットメント 0

炭素削減目標 0

スコープ3 購入した製品・サービス

スズキは CDP データベースを通じて、スコープ 3 の購入した製品・サービスからの排出量を公表し
ている。しかし、スコープ3 の購入した製品・サービスに関する目標は設定していない。 開示と目標 1

サプライチェーンで使用される鉄鋼の脱炭素化に向けてスズキが何らかの方策を講じていること
を示す証拠はない。同社はまた、鉄鋼関連の目標も設定していない。 鉄鋼の脱炭素化 0

スズキの 2022年における総販売台数に占める SUV の割合は 25％を下回った。同社はこの採点基
準で減点を喫していない唯一の自動車メーカーである。 SUV割合 0

資源の節約と効率化 

スズキは原材料の使用量を削減することと、リサイクル可能な材料の使用を拡大することを目指して
いるが、具体的な目標は設定していない155。 原材料の削減目標 0

スズキは再生資源の使用率を引き上げるための具体的な目標値を設定していない。 再生資源使用率 0

スズキは、寿命を迎えた自動車から回収した小型リチウムイオン電池をソーラー街灯用電源に利用
する技術を開発した 155。

EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 0.5

減点

気候政策に対するスズキの関与については、LobbyMap 上にデータが存在しない。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 N/A
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企業概要：トヨタ 
2022年の市場シェア：12.27%

総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

11.9 7.9 4.0 1.0 -1.0

2022年のZEV販売台数の割合：0.24%

総合プロフィール 

トヨタの 2022 年における ZEV 販売台数はわずか 2 万 3,251台、総販売台数に占める ZEV の割合は 0.24％であった。これは同社ほどの規
模を誇る自動車メーカーにとってはすこぶる低い実績であり、その ZEV 販売台数は、同社よりもはるかに小規模な自動車メーカーにさえ劣
っている。ZEV 販売台数の CAGR も同様に低調で、これは同社の電動化への移行に対する取り組みが遅れていることを示すものである。現
に同社は、ICE 車の段階的完全廃止をいまだ確約しておらず、2030 年以降の年間 ZEV 販売台数を約 350 万台に引き上げることで手を打つ
にとどまり、段階的完全廃止に向けた明確なコミットメントは示していない。その代わり、複数の種類のパワートレーンと燃料を開発するこ
とを是とする「マルチパスウェイ」というアプローチを提唱しているが、このアプローチの炭素削減効果には限界がある。同社は 2023 年 5 月、

「次世代 BEV」の開発を加速させることを専門に担う組織「BEV ファクトリー」の設立を発表した 156。この組織が開発する EV は 2027 年に
実用化される見込みである。

トヨタのスコープ 1 およびスコープ 2 の脱炭素化目標は十分とは言えない。同社の目標は、自社米国事業所で使用する電力を 2035年までに 
100％再生可能エネルギー化、自社全工場において同年までにカーボンニュートラルを達成する、となっている。トヨタは同様に、鉄鋼の脱
炭素化と材料の使用量削減および利用効率についても、最低限の期待に沿った具体的なコミットメントを示していない。ただし、EV 用電池
を再利用した同社の蓄電ソリューションは、大手自動車メーカーの中でも最大級の規模を誇るものであり、称賛に値する。

トヨタはこうした実績の結果、電動化と脱炭素化の取り組みに関しては大手自動車メーカーの中で最下位に甘んじている。同社にとって緊急
に求められるのは、すべての採点基準と領域で意欲の度合いを向上させ、排出量ゼロの未来に向けた明確なビジョンを示すことである。その
ためには、ZEV 販売台数を増加させるとともに、自社の自動車とサプライチェーンの脱炭素化に関する具体的な目標を、明確な期限とともに
はっきりと示す必要がある。

ICE の段階的廃止 項目別特点

2022 年におけるトヨタの ZEV 販売台数の割合は 0.24％と絶対的な最低水準にあり、前年の 0.18％
からは微増したものの、十分に改善したとは言えない。ZEV 販売台数の割合は過去 5 年間で徐々に
増加しているが、その成長率が気掛かりなほど低いことは、62.31％の CAGR が示すとおりである。
同社の 2022 年における ZEV 販売台数は 2 万 3,251台と、2021 年の1万 7,462 台から微増したが、
この改善も取るに足らないものである。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 0.20

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 0.08

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

0

トヨタは日本と米国において若干の ZEV を販売している。 ICEホールドアウト 
市場における集中度 0.77

トヨタは 2030 年から年間 350 万台の BEV を販売するという目標を発表している157。また西欧限
定で、2035 年までに ICE 車を段階的に完全廃止することを約束しているが、これは規制に従って
いるにすぎない158。同社の 2023年1～7月における EV 販売台数はわずか 5 万台であり、2026
年に年間 150 万台を販売するという目標に到達するまでの道のりはまだ長い状況である。

ICEの段階的廃止
計画 6.32
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トヨタは米国カリフォルニア州においてオフセット方式を利用して、再生可能エネルギーによる充電
のオプションを Prius Prime と RAV4 Prime のオーナー向けに提供している159,160。日本においては
GREEN CHARGE という独自の仕組みを通じて、施工や設置を含むさまざまな自宅充電のオプショ
ンを、再生可能電力を購入するためのオプションとともに提供している 161。このサービスはシステム
構築に進んで投資する個人と団体を対象とするものであり、あまり広く一般を対象とするものではな
い。

再生可能エネルギーに
よる充電 0.5

サプライチェーンの脱炭素化 

スコープ1とスコープ2	

トヨタの再生可能エネルギーの使用率は 13％で、前年の公式の報告書に示されている実績からわず
か 2％増となった。この報告書では、2025 年の目標は 25％と低く設定されている 69。また同社は、
2035年までに炭素排出量を 2019 年比で 68％削減するという目標も設定している162。米国では、
2035年までに100％再生エネルギー使用という目標を設定している。

再エネ コミットメント 0

炭素削減目標 1

スコープ3 購入した製品・サービス

トヨタは公式の報告書とCDPデータベースで、スコープ3の購入した製品・サービスからの排出量デー
タを開示している。同社はまた、自動車のライフサイクル全体の炭素排出量を 2050 年までに 2019
年比で 100％削減するという最終目標と、2030 年までに 30％削減するという中間目標を設定してい
る。

開示と目標 3

昨年に続き、トヨタが鉄鋼の脱炭素化計画に言及したことを示す証拠は存在しない。トヨタと神
戸製鋼所の低カーボン鋼に関するパートナーシップは、トヨタのレーシングカー生産部門に関係
したものであるため、評価の対象とはしていない 163。トヨタは二次鉄鋼の使用に関する目標は設
定していない。

鉄鋼の脱炭素化 1

トヨタの 2022 年における総販売台数に占める SUV の割合は 37％であり、この割合は過去 5 年間
で増加の一途をたどっている。 SUV割合 -1

資源の節約と効率化 

トヨタは原材料の使用量は開示しているが、原材料の使用量削減については具体的な目標を設定して
いない。 原材料の削減目標 0

トヨタはリサイクル材料の全体的な使用率は開示しているが、生産に使用する再生資源の割合の拡
大に向けた具体的な目標は設定していない。 再生資源使用率 0

トヨタは JERAと提携して、EV用電池を再利用した 10 万 kWh の蓄電システムを 2020年代半ば
に構築することを目指している 164。また、レッドウッド・マテリアルズと共同で、北米において
EV用電池のクローズドループ・サプライチェーンの創出にも取り組んでいる165。トヨタは 2021年、
4 万1,366 個の駆動用電池をリサイクルした 166。

EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 1

減点

LobbyMap によるトヨタの評価は D である。これは同社がこれまでネガティブなロビー活動を行い、
逆行的な業界団体に積極的に関与してきたことに起因する 167。

気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 -0.5
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企業概要：フォルクスワーゲン 
2022年の市場シェア：9.72%

総合得点 ICEの段階的廃止 サプライチェーンの 
脱炭素化 資源の節約と効率化 減点

26.6 19.1 6.0 2.0 -0.5

2022年のZEV販売台数の割合：7.29%

総合プロフィール 

フォルクスワーゲンの総販売台数に占める ZEV の割合は 2020 年に初めて 1％を突破した。これは、EV 市場に比較的早く参入した同社にとっ
てはスローペースと言える。同社の ZEV 販売台数の割合は、2020 ～ 2022 年の 3 年間では 7.29％に達し、順調な増加傾向にある。これは、
同社が迅速かつ大規模な電動化を実現する能力を備えていることを示すものである。フォルクスワーゲン グループは 2030 年までに ZEV 販
売台数の割合を欧州で 60％、世界全体で 50％に拡大することを目指しているが、中国と米国については具体的な目標を設定していない。

フォルクスワーゲンは、スコープ 1およびスコープ 2 の脱炭素化について妥当な目標を設定している。スコープ 3 の購入した製品・サービス
の排出量の開示については、同社は他の自動車メーカーと同等の水準にあるが、その削減目標については、さらに明確かつ意欲的で洗練され
たものとなることが求められる。鉄鋼の脱炭素化に関する同社のコミットメントはきわめて不十分であるが、同社は鉄鋼を重要な脱炭素化対
象領域の1つとみなしている。これは少なくとも、同社の意識がある程度高いことを示している。とはいえ、速やかに行動を起こすことが求
められる。同社は同様に、原材料消費量の削減に関する目標も設定していない。しかし、再生資源の使用量の削減と利用効率の改善に向けた
大きな前進は果たしている。同社は気候政策への関与が不十分であることを理由に 0.5 点の減点を喫している。

フォルクスワーゲンは平均をやや上回る成績を上げているが、ICE の段階的廃止計画の改善と、鉄鋼の脱炭素化への注力に向けた方策を速や
かに講じる必要がある。

ICE の段階的廃止 項目別特点

フォルクスワーゲンの 2022年における総販売台数に占める ZEV の割合は 7.29％、ZEV 販売台数は
56 万 3,094 台であった。絶対数で言えば、同社は 2022 年の ZEV 販売実績でトップクラスの自動車
メーカーであり、他の欧州メーカーの追随を許さない。同社の ZEV 販売台数は 2018 ～ 2021 年で急
増した。2021～2022 年の伸び率は低下したが、これは同社の ZEV販売台数がすでに多いことが原
因であると言える。同社の CAGR は 136.40％となっている。

ZEV販売台数の割合
（2022年） 6.07

ZEV販売台数の割合
（2018～2022年） 1.96

ZEV販売台数の年 
平均成長率（CAGR）
（2018～2022年）

2.5

フォルクスワーゲンが 2022 年に販売した ZEV の10 台中 9 台前後は中国または欧州で販売されたも
のであるが、同社はオーストラリア、カナダ、日本、韓国、トルコ、米国でも若干の ZEV 販売実績がある。

ICEホールドアウト 
市場における集中度 2.31

フォルクスワーゲンは自社の「NEW AUTO」戦略において、総販売台数に占める ZEVの割合を
2030 年までに欧州で 60％、世界全体で 50％に拡大するという目標を明らかにしている 169,170。 

ICEの段階的廃止
計画 4.52

フォルクスワーゲンはドイツにおいて同社車のオーナーを対象に「Naturstrom（ナトゥアシュト
ローム）」という再生可能エネルギーによる充電のオプションを提供している。このオプションの
電力は中西欧の発電所から供給されている 171。同社はまた、欧州全域で運営されている公共充電
プログラム IONITY にも参加している。IONITY のグリーンエネルギーは主にオフセット方式で賄
われている 79。

再生可能エネルギー
による充電 1.75
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サプライチェーンの脱炭素化

スコープ1とスコープ2	

フォルクスワーゲンは 2030 年までに、スコープ 1 およびスコープ 2 の GHG 排出量の絶対値をベー
スラインの 2018 年から 50.4％削減することを確約している。2022 年の時点で、同社は中国を含む
自社の生産拠点において使用する電力の 54％を再生可能エネルギーで賄っている。同社は再生可能
エネルギー使用率 100％を欧州において 2023 年までに、中国を除く世界全体で 2030 年までに達成
することを目指している。中国に関しては、2030 年までに再生可能エネルギー使用率 100％を実現
するためのロードマップの策定をサプライヤーおよびパートナーと共同で進めているが、まだ完成は
していない 172。

再エネ コミットメント 3

炭素削減目標 1

スコープ3 購入した製品・サービス

フォルクスワーゲンは公式の報告書と CDP データベースで、スコープ 3 の購入した製品・サービス
からの排出量データを開示している。しかし、スコープ 3 の購入した製品・サービスに関する明確な
目標は設定していない。

開示と目標 1

フォルクスワーゲンは鉄鋼の脱炭素化に関する目標を設定していない。ただし同社は、鉄鋼の脱
炭素化の重要性に言及し、排出量の少ない鉄鋼製品の使用をスポーツカーおよびラグジュアリー
セグメントで開始したことを公表している 169。また、ドイツの鉄鋼メーカーであるザルツギッター
との間で、2025 年からの低カーボン鋼の供給開始に向けた契約を締結済みである 173。さらに同
社は、子会社のスカニアがスタートアップ企業の H2 グリーンスチールとの協業に向けた交渉を進
めていることも発表している169。同社は二次鉄鋼の使用に関する具体的な目標は開示していない。

鉄鋼の脱炭素化 2

フォルクスワーゲンの 2022 年における総販売台数に占める SUV の割合は 44％であり、この割合
は過去 5 年間で増加の一途をたどっている。 SUV割合 -1

資源の節約と効率化 

フォルクスワーゲンは、主な原材料の使用量を削減する必要があることには言及しているものの、全
体的な原材料の使用量削減に関する具体的な目標は設定していない 169。 原材料の削減目標 0

同社は各ブランドで、新車でのリサイクル材料の使用に関する目標と施策を設定していると主張し
ている168。しかし、これらの目標の詳細は開示していない。 再生資源使用率 1

フォルクスワーゲン グループ コンポーネンツは 2021年初頭、ザルツギッターの敷地内に電池リ
サイクル施設を開設した。同施設はパイロット事業として、年間最大 3,600 個のバッテリーシステ
ムをリサイクルする能力を備えている。同社は、リサイクル材料を使用して製造された 62kWh の
電池 1 個当たりの炭素削減量は、推定で約 1.3 メートルトンにのぼると主張している169。

EVバッテリー： 
再利用とリサイクル 1

減点

LobbyMap によるフォルクスワーゲンの評価は C である 174。 気候変動対策へのネガ
ティブなロビー活動 -0.5
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付録 II：自動車メーカーのグループ
　　　　およびブランド
BMW  
グループ

BMW
Mini
ロールス・ロイス

長安汽車 長安
深藍（Deepal）
欧尚（Oushang）

メルセデス・
ベンツ 
グループ

メルセデス・ベンツ 
スマート 
メルセデス・マイ
バッハ

フォード 
グループ

フォード
リンカーン

ルノー ルノー
ダチア
ルノー・サムスン
ルノー・コリア
アルピーヌ

日産 日産 
ダットサン 
インフィニティ

上海汽車 
集団
SAIC

智己汽車 
上汽大通MAXUS
MG 
飛凡 
栄威
BAOJUN 
科莱威CLEVER 
五菱 

スズキ スズキ

長城汽車 長城
Haval
ORA
Tank
WEY

ホンダ 
グループ

ホンダ
アキュラ

フォルクス 
ワーゲン

アウディ 
ベントレー 
ランボルギーニ 
ポルシェ 
セアト 
シュコダ 
フォルクスワーゲン 
ブガッティ 
クプラ
ジェッタ

ゼネラル 
モーターズ 
グループ

ブライトドロップ
ビュイック
キャディラック
シボレー
GMC

トヨタ ダイハツ
レクサス
トヨタ

ヒョンデ・
起亜 

ジェネシス
ヒョンデ
起亜

ステラン 
ティス

アルファロメオ 
クライスラー 
シトロエン 
DS 
フィアット 
ジープ 
ランチア 
マセラティ 
オペル 
プジョー 
ヴォクソール 
アバルト 
ダッジ 
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表 1
スコープ1とスコープ2の目標

スコープ１＋ スコープ２

自動車メーカー 再生可能エネルギー目標 炭素削減目標

BMW 2020 年：100％（達成） 2030 年までに 80％
2019 年比

長安 なし 2030 年までに 30％
2020 年比

フォード 2035 年：100％ 2035 年までに 76％
2017 年比

ゼネラルモーターズ 2035 年：100％ 2035 年までに 72％
2018 年比

長城 なし 該当目標なし

ホンダ なし 2030 年までに 46％
2019 年比

ヒョンデ・起亜 ヒョンデ：2045 年：100％
起亜：2040 年：100％

ヒョンデ：2030 年までに 45％、2019 年比
起亜：2045 年までに 97％、2019 年比

メルセデス・ベンツ 2022 年：100％（達成） 2030 年までに 50％
2020 年比

日産 なし 2022 年までに 30％
2005 年比

ルノー 2030 年：70％ 2030 年までに 50％（生産施設など）
2019 年比

SAIC なし 該当目標なし

ステランティス 100％（達成） 2030 年までに 75％
2021 年比

スズキ なし 2030 年までに販売台数あたり原単位 45％
2016 年比

トヨタ なし 2035 年までに 68％
2019 年比

フォルクスワーゲン 2030 年：100％ 2030 年までに 50.4％
2018 年比

付録 III：図表
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図 12
CAGR の加点基準

Scenario 1: 
two points awarded

2017-2021
CAGR

2018-2022
CAGR

Global Target

Scenario 5: 
zero points awarded

2017-2021
CAGR

2018-2022
CAGR

Global Target

Scenario 6: 
zero points awarded

Global Target

2017-2021
CAGR

2018-2022
CAGR

Global Target

Scenario 3: 
one point awarded

Global Target

2017-2021
CAGR

2018-2022
CAGR

Scenario 2: 
one point awarded

Global Target

2017-2021
CAGR

2018-2022
CAGR

Scenario 4: 
one point awarded

2017-2021
CAGR

2018-2022
CAGR Global Target
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